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Ⅰ．調査の概要 
 

① 調査の目的 本調査は、消費ニーズの多様化・個性化、急激な経済環境の変化や産業のサ

ービス化の進展に対応するため、本県の商業（卸売・小売）・サービス業事

業者が抱える経営上の課題や行政ニーズを把握し、行政機関や関係機関等に

おける、商業・サービス業事業者の経営改善等、商業・サービス業振興のた

めの基礎資料とすることを目的とする。 

② 調査基準日 令和元（2019）年７月１日現在 

③ 調査対象 県内の商業・サービス業を営む5,000事業所を層化無作為抽出 

※「平成28年経済センサス－活動調査」から業種中分類ごとに抽出。 

※業種は、「日本標準産業分類（平成25（2013）年10月改定）により、卸売

業を50、51、52、53、54、55、小売業を56、57、58、59、60、61、サービス

業を39、40、41（うち410、411、412、415、416）、69（うち693）、70、72、

73、74、75、76、77、78、79、80、82（うち820、822、823、824、829）、85

（うち854、855）、88、89、90、91、92に分類した。 

④ 調査方法 郵送による配布･回収 

⑤ 回収状況  

 

 

 

 

 

（注）回収率＝回収数/（調査対象先数－配達不能未達先数） 

   有効回答率＝有効回答/（調査対象先数－配達不能未達先数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）グラフ中の表記について、Nまたはｎは有効回答数を示す。 

（注２）本調査では、回答数が少ない（９事業所以下）業種、規模については、分析は行っていない。 

（注３）グラフの数値は小数点第二位以下を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合がある。 

（注４）グラフの中の＊は、平成 21 年調査、平成 26 年調査で調査項目の無かったものを示す。 

（注５）グラフの中の「-（ハイフン）」は 0.0％の項目を示す。 

有効回答
（店）

無効回答
（店）

合　計 5,000 335 813 800 13 17.4% 17.1%

卸売業 500 30 71 71 0 15.1% 15.1%

小売業 1,600 89 275 269 6 18.2% 17.8%

サービス業 2,900 216 464 460 4 17.3% 17.1%

調査対象
先数

（店）

配達不能
未達先数
（店）

回収率

（％）

有　効
回収率
（％）

回収数

（店）
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Ⅱ．卸売業・小売業・サービス業の調査結果の比較 
 

１．経営状況 
 

（１）経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－1 経営上の問題点（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経営上特に問題になっていることは、卸売業では１位「価格競争の激化」、２位「取扱商品・

サービスの売上の減少・低迷」「仕入価格の上昇」、小売業では１位「取扱商品・サービスの

売上の減少・低迷」、２位「従業員の確保」、３位「価格競争の激化」、サービス業では１位「従

業員の確保」、２位「設備・店舗の老朽化」、３位「仕入価格の上昇」となった。 

 「価格競争の激化」「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」「仕入価格の上昇」「従業員の

確保」が複数の業種で上位に入っており、価格面、商品・サービス面、人材面でそれぞれ問

題を抱えている。 

取扱商品・サービスの売上
の減少・低迷

仕入価格の上昇

価格競争の激化

後継者育成・事業承継
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その他

特にない

設備・店舗の老朽化

顧客への消費税の転嫁

商圏人口の減少

消費者のニーズ・志向の変
化

周辺での店舗・事業所の減
少
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労働等）
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（２）経営上の問題点への対応策 

 

①既に実施している対応策 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－2 経営上の問題点の対応策－既に実施している対応策（複数回答） 
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品揃えの充実

人材の確保・育成

後継者の育成・確保

接客態度・接客スキルの改善

人員削減

アルバイト・パートの活用

派遣・契約社員の活用

資金調達（新規借入・増資等）

顧客（法人含む）ニーズの把握

その他

販売促進（ＰＲ、ポイントカード、
ＤＭ等）

新規販売先の開拓

仕入先の変更

設備・店舗への投資

事業の多角化・新事業の展開

ＩＣＴ等の導入・活用
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 経営上の問題点に対して、既に実施している対応策は、卸売業では１位「取扱商品の差別化」、

２位「新規販売先の開拓」、３位「人材の確保・育成」、小売業では１位「取扱商品の差別化」、

２位「品揃えの充実」、３位「価格の低廉化（価格競争力）」、サービス業では１位「人材の

確保・育成」、２位「接客態度・接客スキルの改善」及び「業務改善・効率化」となった。 

 「取扱商品の差別化」や「人材の確保・育成」が共通して上位に入っている。 
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顧客（法人含む）管理の強化
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②今後実施が必要な対応策 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－3 経営上の問題点の対応策－今後実施が必要な対応策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 経営上の問題に対して今後必要な対応策では、卸売業では１位「人材の確保・育成」、２位

「新規販売先の開拓」、３位「取扱商品の差別化」「業務改善・効率化」、小売業では１位「人

材の確保・育成」、２位「取扱商品の差別化」「品揃えの充実」「業務縮小（廃業）」、サービ

ス業では１位「人材の確保・育成」、２位「業務改善・効率化」、３位「後継者の育成・確保」

となった。「人材の確保・育成」がいずれの業種でも１位に入っている。 
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図Ⅱ－4 既に実施している対応策と今後実施が必要な対応策の比較 

 既に実施している対応策 今後実施が必要な対応策 

卸売業 

１ 取扱商品の差別化 １ 人材の確保・育成 

２ 新規販売先の開拓 ２ 新規販売先の開拓 

３ 人材の確保・育成 ３ 取扱商品の差別化 

  業務改善・効率化 

小売業 

１ 取扱商品の差別化 １ 人材の確保・育成 

２ 品揃えの充実 ２ 取扱商品の差別化 

３ 価格の低廉化 品揃えの充実 

   業務縮小（廃業） 

サービス業 

１ 人材の確保・育成 １ 人材の確保・育成 

２ 接客態度・接客スキルの改善 ２ 業務改善・効率化 

 業務改善・効率化 ３ 後継者の育成・確保 

※「今後実施が必要な対応策」の各欄で網掛けとした対応策は、上位３項目で「既に実施している 

対応策」から入れ替わったものを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 既に実施している対策と比較すると、卸売業では上位３項目が同じ項目があるのに対して、

小売業では「人材の確保・育成」、「業務縮小（廃業）」、サービス業では「後継者の育成・確

保」が上位３項目に入っている。 
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２．人口減少・少子高齢化に対する将来的取組 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－5 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組（複数回答） 
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取扱商品の変更等に伴う仕入先の変更

設備投資計画の見直し
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人、障害者等）
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その他
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 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組は、卸売業では１位「商品・サービスの高付加価

値化」、２位「人材の確保」、３位「商品・サービス企画開発力の維持・確保」、小売業では

１位「商品・サービスの高付加価値化」、２位「人材の確保」、３位「高齢者・単身世帯など

拡大市場での事業拡大等」、サービス業では１位「人材の確保」、２位「商品・サービスの高

付加価値化」、３位「勤務時間見直しなどの働き方改革」となった。 

 「商品・サービスの高付加価値化」と「人材の確保」がいずれの業種でも共通してあげられ

ている。 
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３．公的機関に対して期待する施策 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ－6 公的機関に対して期待する施策（複数回答） 
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 公的機関に対して期待する施策は、卸売業では１位「資金繰り支援（制度融資）」、２位「各

種情報の提供」、３位「販路開拓支援」、小売業では１位「各種情報の提供」、２位「資金繰り

支援（制度融資）」、３位「経営相談」、サービス業では１位「各種情報の提供」、２位「資金

繰り支援（制度融資）」、３位「人材育成」となった。 

 「資金繰り支援（制度融資）」と「各種情報の提供」がいずれの業種でも上位に入っている。 
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Ⅲ．調査結果 
 

Ⅲ－１．卸売業 
 

１．資本金 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－1 資本金 

平　均
（万円）

全　　体 N=47 387,680.9     

51　繊維・衣服等 ｎ=3 633.3           

52　飲食料品 ｎ=5 2,120.0        

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=16 130,273.9     

54　機械器具 ｎ=11 1,449,350.9  

55　その他の卸売業 ｎ=12 15,104.8      

小規模（１～４人） ｎ=15 950.0           

中規模（５～９９人） ｎ=27 657,077.1     

大規模（１００人以上） ｎ=5 93,133.6      
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 法人組織の事業所における資本金は、「１千万円～３千万円未満」が36.2％と最も高く、次い

で「１億円以上」（23.4％）、「５百万円未満」（17.0％）となっている。 

 規模別では小規模事業所（１～４人）と中規模事業所（５～99人）で「１千万円～３千万円

未満」（53.3％、29.6％）が最も高くなっている。 
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２．従業員 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－2 １事業所・店舗当たりの平均従業員数 

全　　体 N=69

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=11

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=15

55　その他の卸売業 ｎ=19

業
種

34.9 

2.7 

56.9 

18.2 

66.3 

20.8 
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（人）
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図Ⅲ－1－3 従業員の構成割合 

全　　体 N=67

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=11

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=19

54　機械器具 ｎ=15

55　その他の卸売業 ｎ=19

業
種
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 １事業所・店舗当たりの平均従業員数は34.9人である。（前回：20.7人） 

 従業員の構成割合は、「正規従業員」が68.7％（75.8％）。これに対し、「契約社員・パート」

が25.6％（前回：21.4％）、「出向・派遣社員」が5.1％（前回：2.3％）となっている。 
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３．経営状況 
 

（１）経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－4 経営上の問題点（複数回答） 

 

 

 経営上問題になっていることは、「価格競争の激化」が33.3％と最も高く、次いで「取扱商

品・サービスの売上の減少・低迷」「仕入価格の上昇」（共に27.5％）となっている。平成21

年調査、平成26年調査と比較して「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」や「従業員の

確保」、「後継者育成・事業承継」の割合が増加している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」と「後

継者育成・事業承継」（共に37.0％）、中規模事業所（５～99人）で「価格競争の激化」（42.9％）

の割合が高くなっている。 
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（２）経営上の問題点への対応策 

 

①既に実施している対応策 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－5 経営上の問題点の対応策－既に実施している対応策（複数回答） 

 経営上の問題点に対して、既に実施している対応策は「取扱商品の差別化」が29.3％と最も

高く、次いで「新規販売先の開拓」（27.6％）、「人材の確保・育成」（22.4％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「人材の確保・育成」の割合が増加している。その

一方で、「新規販売先の開拓」の割合は減少している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「取扱商品の差別化」（36.8％）、中規模事業所（５

～99人）で「人材の確保・育成」（32.3％）の割合がそれぞれ高くなっている。 
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②今後実施が必要な対応策 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－6 経営上の問題点の対応策－今後実施が必要な対応策（複数回答） 

 

 

 

 経営上の問題に対して今後必要な対応策は、「人材の確保・育成」が31.1％と最も高く、次

いで「新規販売先の開拓」（24.6％）、「取扱商品の差別化」「業務改善・効率化」（共に21.3％）

となっている。平成21年調査、平成26年調査と比較して「新規販売先の開拓」の割合は減少

している。 

 規模別にみると、中規模事業所（５～99人）で「人材の確保・育成」（38.7％）や「新規販

売先の開拓」（32.3％）が他の規模と比較して高くなっている。 
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４．自社の業況の見通し 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－7 自社の５年後の業況見通し（過去調査との比較） 

令和元年調査　　N=65

平成26年調査　　N=169

平成21年調査　　N=189
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図Ⅲ－1－8 自社の５年後の業況見通し（業種別） 

全　　体 N=65

51　繊維・衣服等 ｎ=4

52　飲食料品 ｎ=10

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=20

54　機械器具 ｎ=14

55　その他の卸売業 ｎ=17

小規模（１～４人） ｎ=26

中規模（５～９９人） ｎ=32

大規模（１００人以上） ｎ=5
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（注１）「悪化（計）」は、「悪化」と「やや悪化」の合計 

（注２）「好転（計）」は、「好転」と「やや好転」の合計 

 自社の５年後の業況見通しは、「好転」（4.6％）と「やや好転」（12.3％）の合計が16.9％で、

「やや悪化」（40.0％）と「悪化」（16.9％）の合計が56.9％と「悪化（計）」（注１）が半数

以上を占めている。平成21年調査、平成26年調査と比較すると、「好転（計）」（注２）は減少

し、「悪化（計）」は増加している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「悪化（計）」が69.2％と高くなっている。 
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５．事業継続意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－9 事業継続意向 

全　　体 N=55

51　繊維・衣服等 ｎ=4

52　飲食料品 ｎ=10

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=17

54　機械器具 ｎ=10

55　その他の卸売業 ｎ=14

小規模（１～４人） ｎ=26

中規模（５～９９人） ｎ=26

大規模（１００人以上） ｎ=1

業
種

規
模

50.9 

25.0 

50.0 

47.1 

50.0 

64.3 

26.9 

76.9 

100.0 

32.7 

75.0 

20.0 

35.3 

40.0 

21.4 

50.0 

11.5 

-

16.4 

-

30.0 

17.6 

10.0 

14.3 

23.1 

11.5 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自分の引退後も、事業を継続させたい 自分の代で事業を辞めたい わからない

 

 

図Ⅲ－1－10 廃業検討理由 

全　　体 N=17

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=2

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=5

54　機械器具 ｎ=4

55　その他の卸売業 ｎ=3

小規模（１～４人） ｎ=12

中規模（５～９９人） ｎ=3

大規模（１００人以上） ｎ=0 ※該当なし

業
種

規
模

47.1 

33.3 

50.0 

60.0 

25.0 

66.7 

50.0 

33.3 

17.6 

-

50.0 

20.0 

25.0 

-

16.7 

33.3 

35.3 

66.7 

-

20.0 

50.0 

33.3 

33.3 

33.3 

-

-

-

-

-

-

-

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

適切な後継者がいない 経営状況が厳しい 先行きが不透明 その他

 

 

 事業継続意向は、「自分の引退後も、事業を継続させたい」が50.9％（前回：46.3％）と最

も高く、次いで「自分の代で事業を辞めたい」（32.7％）（前回：30.2％）、「わからない」（16.4％）

（前回：23.5％）となっている。 

 事業継続意向について「自分の代で事業を辞めたい」と回答した事業所・店舗が廃業を検討

する理由は、「適切な後継者がいない」が47.1％（前回：40.0％）と最も高く、次いで「先

行きが不透明」（35.3％）（前回：24.4％）、「経営状況が厳しい」（17.6％）（前回：24.4％）

となっている。 
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６．主な資金調達先と新たな資金調達方法への関心 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－11 主な資金調達先（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

社債発行

ファンド等による直接
投資

クラウドファンディング

その他

銀行等の民間金融機
関の融資

役員・親族、関連会社
等からの借入れ

政府系金融機関の融
資

県の制度融資

市町の制度融資

株式発行

76.2 

20.6 

14.3 

12.7 

12.7 

3.2 

1.6 

-

-

11.1 

68.8 

23.4 

16.2 

8.4 

9.7 

0.6 

1.9 

-

*  

13.6 

58.3 

*  

16.1 

11.1 

11.7 

*  

*  

-

*  

6.7 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=63)

平成26年調査(N=154)

平成21年調査(N=180)

100.0 

25.0 

-

25.0 

25.0 

-

-

-

-

-

88.9 

33.3 

33.3 

22.2 

11.1 

-

-

-

-

-

75.0 

15.0 

5.0 

10.0 

15.0 

5.0 

5.0 

-

-

10.0 

64.3 

14.3 

14.3 

7.1 

7.1 

-

-

-

-

21.4 

75.0 

25.0 

18.8 

12.5 

12.5 

6.3 

-

-

-

12.5 

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=4)

52 飲食料品(n=9)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=20)

54 機械器具(n=14)

55 その他の卸売業(n=16)

63.6 

27.3 

13.6 

27.3 

22.7 

-

-

-

-

9.1 

85.7 

17.1 

14.3 

5.7 

8.6 

5.7 

2.9 

-

-

11.4 

60.0 

20.0 

20.0 

-

-

-

-

-

-

20.0 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=22)

中規模（５～９９人）(n=35)

大規模（１００人以上）(n=5)

 

 

 

 主な資金調達先は、「銀行等の民間金融機関の融資」が76.2％と最も高く、次いで「役員・

親族、関連会社等からの借入れ」（20.6％）、「政府系金融機関の融資」（14.3％）となってい

る。平成21年調査、平成26年調査と比較して「銀行等の民間金融機関の融資」の割合が増加

した。 

 新たな資金調達方法への関心は、「関心がない」が67.7％と最も高く、次いで「直接金融の

仕組みがわからないので判断できない」（26.2％）となっている。 
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図Ⅲ－1－12 新たな資金調達方法への関心 

全　　体 N=65

51　繊維・衣服等 ｎ=4

52　飲食料品 ｎ=10

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=14

55　その他の卸売業 ｎ=16

小規模（１～４人） ｎ=25

中規模（５～９９人） ｎ=34

大規模（１００人以上） ｎ=5

業
種

規
模

1.5 

-

-

4.8 

-

-

-

2.9 

-

1.5 

-

-

-

-

6.3 

4.0 

-

-

1.5 

-

-

4.8 

-

-

-

2.9 

-

1.5 

-

-

4.8 

-

-

4.0 

-

-

67.7 

100.0 

70.0 

47.6 

85.7 

68.8 

64.0 

67.6 

80.0 

26.2 

-

30.0 

38.1 

14.3 

25.0 

28.0 

26.5 

20.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

投資家による新規性の高い事業に対する投資 クラウドファンディング

社債発行 その他

関心がない 直接金融の仕組みがわからないので判断できない

 

 

（注）クラウドファンディングとは、インターネットにより募集した小口投資による、金融機関

を介さない直接金融の仕組み。一般の投資ファンドと異なり、一般市民等のファン作りと

いう発想に基づく資金調達手段。 
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７．生産性向上の取組 
 

（１）５年前と比較した労働生産性の変化 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－13 ５年前と比較した労働生産性の変化 

全　　体 N=68

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=11

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=15

55　その他の卸売業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=26

中規模（５～９９人） ｎ=36

大規模（１００人以上） ｎ=6

業
種

規
模

22.1 

-

18.2 

38.1 

20.0 

11.1 

3.8 

33.3 

33.3 

27.9 

-

27.3 

28.6 

33.3 

27.8 

42.3 

22.2 

-

38.2 

100.0 

27.3 

28.6 

40.0 

44.4 

38.5 

36.1 

50.0 

11.8 

-

27.3 

4.8 

6.7 

16.7 

15.4 

8.3 

16.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上昇した 下降した 現状維持 わからない

 

（２）生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－14 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

全　　体 N=66

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=9

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=15

55　その他の卸売業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=26

中規模（５～９９人） ｎ=35

大規模（１００人以上） ｎ=5

業
種

規
模

27.3 

33.3 

22.2 

19.0 

40.0 

27.8 

3.8 

34.3 

100.0 

37.9 

-

22.2 

42.9 

33.3 

50.0 

26.9 

51.4 

-

1.5 

-

-

4.8 

-

-

-

2.9 

-

33.3 

66.7 

55.6 

33.3 

26.7 

22.2 

69.2 

11.4 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも策定している 年次目標のみ策定している

中期計画のみ策定している どちらも策定していない

 

 

 

 

 

 ５年前と比較した労働生産性の変化は、「現状維持」が38.2％と最も高く、次いで「下降した」

（27.9％）、「上昇した」（22.1％）となっている。 

 規模別にみると小規模事業所（１～４人）で「下降した」（42.3％）、中規模事業所（５～99

人）で「上昇した」（33.3％）が他の規模と比較して高くなっている。 

 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画（概ね３～５年）の策定につ

いては、「年次目標のみ策定している」が37.9％と最も高く、次いで「どちらも策定していな

い」（33.3％）、「どちらも策定している」（27.3％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「どちらも策定していない」（69.2％）、中規

模事業所（５～99人）で「年次目標のみ策定している」（51.4％）が最も高くなっている。 
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（３）ICT 等の導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－15 ICT 等の導入状況 

全　　体 N=66

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=9

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=15

55　その他の卸売業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=26

中規模（５～９９人） ｎ=35

大規模（１００人以上） ｎ=5

業
種

規
模

57.6 

33.3 

55.6 

47.6 

66.7 

66.7 

30.8 

71.4 

100.0 

1.5 

-

-

4.8 

-

-

-

2.9 

-

40.9 

66.7 

44.4 

47.6 

33.3 

33.3 

69.2 

25.7 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入している 現在は導入していないが、今後導入する（したい） 導入予定なし

 

 

 

 ICT等の導入状況は、「導入している」が57.6％、「導入予定なし」が40.9％を占めている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「導入予定なし」（69.2％）、中規模事業所（５

～99人）で「導入している」（71.4％）が最も高くなっている。 

 ICT等の導入をしない理由は、「ICT等導入に見合う業務（業務量）がない」が37.0％と最も

高く、次いで「導入コストがかかる」「導入した場合のメリット（効果）がわからない」（共

に29.6％）となっている。 
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図Ⅲ－1－16 ICT 等の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

その他

ＩＣＴ等導入に見合う業
務（業務量）がない

導入コストがかかる

導入した場合のメリット
（効果）がわからない

ＩＣＴ等を使える人材が
いない

相談相手がいないた
め検討を進められない

特に理由はない

37.0 

29.6 

29.6 

22.2 

14.8 

33.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

全 体(N=27)

-

-

-

-

-

100.0 

-

50.0 

25.0 

25.0 

25.0 

50.0 

25.0 

-

20.0 

40.0 

30.0 

40.0 

10.0 

30.0 

-

40.0 

-

40.0 

-

20.0 

20.0 

-

66.7 

50.0 

33.3 

16.7 

-

33.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=2)

52 飲食料品(n=4)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=10)

54 機械器具(n=5)

55 その他の卸売業(n=6)

44.4 

38.9 

27.8 

33.3 

11.1 

27.8 

-

22.2 

11.1 

33.3 

-

22.2 

44.4 

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=18)

中規模（５～９９人）(n=9)

大規模（１００人以上）(n=0)
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（４）キャッシュレス決済の導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－17 キャッシュレス決済の導入状況 

全　　体 N=55

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=8

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=18

54　機械器具 ｎ=13

55　その他の卸売業 ｎ=13

小規模（１～４人） ｎ=24

中規模（５～９９人） ｎ=29

大規模（１００人以上） ｎ=1

業
種

規
模

14.5 

-

-

16.7 

30.8 

7.7 

16.7 

10.3 

100.0 

3.6 

-

-

-

-

15.4 

4.2 

3.4 

-

81.8 

100.0 

100.0 

83.3 

69.2 

76.9 

79.2 

86.2 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入している 現在は導入していないが、今後導入する（したい） 導入予定なし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 キャッシュレス決済の導入状況は、「導入予定なし」が81.8％と最も高く、次いで「導入し

ている」（14.5％）、「現在は導入していないが、今後導入する（したい）」（3.6％）となって

いる。規模別では、中規模事業所（５～99人）で「導入予定なし」（86.2％）が他の規模と

比較して高くなっている。 

 キャッシュレス決済の導入をしない理由は、「導入によるメリット（効果）が感じられない」、

「導入に見合う集客等が見込めない」が25.0％と最も高く、次いで「導入コストがかかる」

（20.5％）となっている。 
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図Ⅲ－1－18 キャッシュレス決済の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

業務が忙しく現場ス
タッフに利用する余裕

がない

特に理由はない

その他

導入によるメリット（効
果）が感じられない

導入に見合う集客等が
見込めない

導入コストがかかる

決済手数料が高い

ＩＣＴ等を得意とする・
使える現場スタッフが

いない

入金までに時間がかか
る

25.0 

25.0 

20.5 

15.9 

11.4 

9.1 

6.8 

40.9 

15.9 

0 20 40 60 80 100
％

全 体(N=44)

-

-

-

-

-

-

-

100.0 

-

25.0 

25.0 

12.5 

25.0 

25.0 

-

12.5 

50.0 

12.5 

26.7 

26.7 

20.0 

6.7 

13.3 

-

-

26.7 

20.0 

22.2 

11.1 

11.1 

11.1 

-

-

-

44.4 

22.2 

30.0 

40.0 

40.0 

30.0 

10.0 

40.0 

20.0 

40.0 

10.0 

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=2)

52 飲食料品(n=8)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=15)

54 機械器具(n=9)

55 その他の卸売業(n=10)

21.1 

31.6 

36.8 

21.1 

15.8 

10.5 

10.5 

42.1 

5.3 

28.0 

20.0 

8.0 

12.0 

8.0 

8.0 

4.0 

40.0 

24.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=19)

中規模（５～９９人）(n=25)

大規模（１００人以上）(n=0)
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８．販路の開拓 
 

（１）既に取り組んでいる販路開拓の取組 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－19 既に取り組んでいる販路開拓の取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

取り組んでいない

海外展開

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

西日本への販路拡大

その他

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

新商品（新サービス）
企画開発

新規市場調査

展示会への出展・テス
ト販売

商品（サービス）のブラ
ンド化

商談会・マッチング事
業への参加

23.1 

20.0 

15.4 

10.8 

6.2 

6.2 

4.6 

1.5 

1.5 

-

-

6.2 

47.7 

20.4 

30.2 

7.4 

10.5 

7.4 

13.6 

6.8 

*  

1.9 

2.5 

*  

2.5 

42.6 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=65)

平成26年調査(N=162)

33.3 

-

-

33.3 

33.3 

-

-

-

-

-

-

-

33.3 

22.2 

22.2 

11.1 

-

-

-

-

-

-

-

-

11.1 

55.6 

9.5 

19.0 

4.8 

-

-

4.8 

4.8 

-

-

-

-

4.8 

66.7 

26.7 

33.3 

33.3 

13.3 

13.3 

6.7 

6.7 

-

-

-

-

6.7 

33.3 

35.3 

11.8 

17.6 

23.5 

5.9 

11.8 

5.9 

5.9 

5.9 

-

-

5.9 

35.3 

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=3)

52 飲食料品(n=9)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=21)

54 機械器具(n=15)

55 その他の卸売業(n=17)

8.0 

4.0 

-

12.0 

4.0 

4.0 

4.0 

-

-

-

-

-

76.0 

31.4 

31.4 

20.0 

8.6 

2.9 

8.6 

5.7 

2.9 

-

-

-

11.4 

31.4 

40.0 

20.0 

60.0 

20.0 

40.0 

-

-

-

20.0 

-

-

-

20.0 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=25)

中規模（５～９９人）(n=35)

大規模（１００人以上）(n=5)

 既に取り組んでいる販路開拓の取組は、「新商品（新サービス）企画開発」が23.1％と最も

高く、次いで「新規市場調査」（20.0％）、「展示会への出展・テスト販売」（15.4％）となっ

ている。平成26年調査と比較して「新商品（新サービス）企画開発」と「展示会への出展・

テスト販売」の割合が増加している。その一方で「新規市場調査」の割合は減少している。 

 規模別にみると、中規模事業所（５～99人）で「新商品（新サービス）企画開発」や「新規

市場調査」（共に31.4％）が他の規模と比較して高くなっている。 



23 

 

（２）今後力を入れていきたい販路開拓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－20 海外販路開拓の今後の検討状況 

全　　体 N=38

51　繊維・衣服等 ｎ=2

52　飲食料品 ｎ=5

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=14

54　機械器具 ｎ=7

55　その他の卸売業 ｎ=10

小規模（１～４人） ｎ=12

中規模（５～９９人） ｎ=23

大規模（１００人以上） ｎ=3

業
種

規
模

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

84.2 

100.0 

100.0 

92.9 

85.7 

60.0 

100.0 

87.0 

-

15.8 

-

-

7.1 

14.3 

40.0 

-

13.0 

100.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検討している 今後検討する 検討する予定はない わからない

 

 

 海外販路開拓の今後の検討状況は、「検討する予定はない」が84.2％と最も高く、次いで「わ

からない」（15.8％）となっている。 

 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓は、「新商品（新サービス）企画開発」が

32.4％と最も高くなっており、次いで「新規市場調査」（21.6％）、「商品（サービス）のブ

ランド化」（10.8％）となっている。平成26年調査と比較して「新商品（新サービス）企画

開発」の割合が増加している一方で、「新規市場調査」「商品（サービス）のブランド化」の

割合は減少している。 
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図Ⅲ－1－21 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

わからない

その他

西日本への販路拡大

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

必要がない

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

新商品（新サービス）
企画開発

新規市場調査

商品（サービス）のブラ
ンド化

展示会への出展・テス
ト販売

商談会・マッチング事
業への参加

32.4 

21.6 

10.8 

5.4 

5.4 

5.4 

5.4 

2.7 

-

-

-

21.6 

16.2 

21.6 

30.4 

13.5 

5.4 

6.1 

7.4 

2.0 

*  

*  

4.1 

2.7 

19.6 

18.9 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=37)

平成26年調査(N=148)

100.0 

-

50.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

40.0 

20.0 

20.0 

20.0 

-

20.0 

-

-

-

-

-

-

40.0 

15.4 

30.8 

-

-

-

-

-

7.7 

-

-

-

38.5 

7.7 

42.9 

28.6 

-

-

-

14.3 

-

-

-

-

-

14.3 

28.6 

30.0 

10.0 

20.0 

10.0 

20.0 

-

20.0 

-

-

-

-

20.0 

10.0 

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=2)

52 飲食料品(n=5)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=13)

54 機械器具(n=7)

55 その他の卸売業(n=10)

28.6 

14.3 

7.1 

-

-

-

14.3 

-

-

-

-

35.7 

14.3 

35.0 

25.0 

15.0 

5.0 

5.0 

10.0 

-

5.0 

-

-

-

15.0 

15.0 

33.3 

33.3 

-

33.3 

33.3 

-

-

-

-

-

-

-

33.3 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=14)

中規模（５～９９人）(n=20)

大規模（１００人以上）(n=3)
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９．事業継続計画（BCP）等について 
 

（１）事業継続計画（BCP）の策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－22 事業継続計画（BCP）策定の有無 

全　　体 N=65

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=9

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=14

55　その他の卸売業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=25

中規模（５～９９人） ｎ=35

大規模（１００人以上） ｎ=5

業
種

規
模

15.4 

-

-

14.3 

21.4 

22.2 

-

20.0 

60.0 

3.1 

-

-

-

14.3 

-

-

5.7 

-

10.8 

-

-

14.3 

7.1 

16.7 

4.0 

14.3 

20.0 

26.2 

-

33.3 

33.3 

21.4 

22.2 

44.0 

17.1 

-

44.6 

100.0 

66.7 

38.1 

35.7 

38.9 

52.0 

42.9 

20.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定している 策定中 策定を検討している 策定の予定はない 分からない

 

 

（注）事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）は、地震や火災、集団感染等の緊急事態

に直面した際に、被害を最小限に抑え、一刻も早く事業活動を復旧し、会社と社員を守り、

取引先からの信頼を得るための方法の一つを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業継続計画（BCP）（注）の策定状況は、「分からない」が44.6％と最も高く、次いで「策定

の予定はない」（26.2％）、「策定している」（15.4％）となっている。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「策定の予定はない」（44.0％）や「分からない」

（52.0％）が高くなっている。一方で、中規模事業所（５～99人）では「策定している」（20.0％）

や「策定を検討している」（14.3％）が高くなっている。 
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（２）事業継続マネジメント（BCM）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－23 事業継続マネジメント（BCM）実施の有無 

全　　体 N=52

51　繊維・衣服等 ｎ=3

52　飲食料品 ｎ=8

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=19

54　機械器具 ｎ=9

55　その他の卸売業 ｎ=13

小規模（１～４人） ｎ=19

中規模（５～９９人） ｎ=30

大規模（１００人以上） ｎ=3

業
種

規
模

11.5 

-

-

5.3 

22.2 

23.1 

-

16.7 

33.3 

30.8 

-

25.0 

42.1 

22.2 

30.8 

15.8 

36.7 

66.7 

57.7 

100.0 

75.0 

52.6 

55.6 

46.2 

84.2 

46.7 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 実施を検討している 実施の予定はない

 

 

（注）事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity Management）は、策定したBCPの定期

的な見直し・訓練・社員教育等により、BCPの実効性を高める取組などを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業継続マネジメント（BCM）（注）の実施状況は、「実施の予定はない」が57.7％と最も高く、

次いで「実施を検討している」（30.8％）、「実施している」（11.5％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「実施の予定はない」（84.2％）が最も高くな

っている。一方で、中規模事業所（５～99）で「実施している」（16.7％）、「実施を検討して

いる」（36.7％）が他の規模と比較して高くなっている。 
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10．事業の新たな取組について 
 

（１）人口減少・少子高齢化の影響 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－24 人口減少・少子高齢化の影響 

全　　体 N=64

51　繊維・衣服等 ｎ=4

52　飲食料品 ｎ=9

53　建築材料，鉱物・金属材料等 ｎ=21

54　機械器具 ｎ=14

55　その他の卸売業 ｎ=16

小規模（１～４人） ｎ=24

中規模（５～９９人） ｎ=34

大規模（１００人以上） ｎ=5

業
種

規
模

4.7 

-

-

4.8 

7.1 

6.3 

-

2.9 

40.0 

42.2 

50.0 

33.3 

33.3 

35.7 

62.5 

37.5 

47.1 

20.0 

25.0 

25.0 

11.1 

33.3 

28.6 

18.8 

25.0 

29.4 

-

25.0 

25.0 

44.4 

23.8 

28.6 

12.5 

33.3 

17.6 

40.0 

3.1 

-

11.1 

4.8 

-

-

4.2 

2.9 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

影響が出ており、すでに対策を講じている

影響が出ており、今後対策の必要性を感じている

影響はない

わからない

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口減少・少子高齢化の影響は、「影響が出ており、今後対策の必要性を感じている」が42.2％

と最も高く、次いで「影響がない」「わからない」（共に25.0％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）、中規模事業所（５～99人）で「影響が出ており、

今後対策の必要性を感じている」（37.5％、47.1％）が最も高くなっている。 
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（２）人口減少・少子高齢化に対する将来的取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－25 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

ニッチ（隙間）市場への
進出

海外展開

取扱商品の変更等に
伴う仕入先の変更

設備投資計画の見直
し

その他

高齢者・単身世帯など
拡大市場での事業拡

大等

商品・サービスの高付
加価値化

人材（労働力）の確保
（待遇改善等）

商品・サービス企画開
発力の維持・確保

多様な人材の活用（女
性、シニア、外国人、

障害者等）

勤務時間見直しなどの
働き方改革

44.1 

33.9 

22.0 

13.6 

13.6 

11.9 

11.9 

6.8 

6.8 

6.8 

6.8 

*  

23.1 

31.3 

*  

*  

23.8 

15.6 

8.1 

12.5 

2.5 

2.5 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=59)

平成26年調査(N=160)

50.0 

-

25.0 

-

-

25.0 

-

25.0 

-

-

-

12.5 

25.0 

25.0 

25.0 

12.5 

25.0 

12.5 

-

-

12.5 

12.5 

30.0 

40.0 

5.0 

15.0 

20.0 

10.0 

10.0 

10.0 

15.0 

5.0 

10.0 

61.5 

46.2 

30.8 

7.7 

7.7 

7.7 

23.1 

-

7.7 

-

7.7 

64.3 

28.6 

35.7 

14.3 

14.3 

7.1 

7.1 

7.1 

-

14.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=4)

52 飲食料品(n=8)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=20)

54 機械器具(n=13)

55 その他の卸売業(n=14)

42.1 

-

21.1 

-

10.5 

5.3 

15.8 

15.8 

5.3 

5.3 

10.5 

50.0 

47.1 

20.6 

14.7 

11.8 

14.7 

11.8 

2.9 

8.8 

5.9 

5.9 

20.0 

80.0 

40.0 

60.0 

40.0 

-

-

-

-

20.0 

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=19)

中規模（５～９９人）(n=34)

大規模（１００人以上）(n=5)

 

 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組は、「商品・サービスの高付加価値化」が44.1％

と最も高く、次いで「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」（33.9％）、「商品・サービス企

画開発力の維持・確保」（22.0％）となっている。 

 平成26年調査と比較し「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」の割合が増加した一方で、「商

品・サービス企画開発力の維持・確保」の割合は減少した。 

 規模別にみると、中規模事業所（５～99人）で「商品・サービスの高付加価値化」（50.0％）

や「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」（47.1％）が高くなっている。 
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（３）関心のある地域資源 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－26 関心のある地域資源（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

その他

農林水産物

観光資源

加工食品

グルメ

伝統工芸品（産地の技
術を含む）

34.7 

22.4 

18.4 

16.3 

16.3 

24.5 

34.2 

29.2 

25.8 

23.3 

16.7 

14.2 

31.1 

25.6 

*  

*  

16.5 

2.4 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=49)

平成26年調査(N=120)

平成21年調査(N=164)

-

100.0 

-

-

-

-

44.4 

22.2 

55.6 

44.4 

-

-

40.0 

20.0 

6.7 

-

26.7 

26.7 

40.0 

10.0 

-

10.0 

10.0 

40.0 

21.4 

28.6 

21.4 

21.4 

21.4 

28.6 

0 20 40 60 80 100
％

51 繊維・衣服等(n=1)

52 飲食料品(n=9)

53 建築材料，鉱物・金属材料等(n=15)

54 機械器具(n=10)

55 その他の卸売業(n=14)

35.3 

23.5 

17.6 

17.6 

11.8 

23.5 

39.3 

21.4 

21.4 

14.3 

17.9 

21.4 

-

25.0 

-

25.0 

25.0 

50.0 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=17)

中規模（５～９９人）(n=28)

大規模（１００人以上）(n=4)

 

 

 

 

 

 

 

 

 関心のある地域資源は、「農林水産物」が34.7％と最も高く、次いで「その他」（24.5％）、「観

光資源」（22.4％）となっている。 

 平成21年調査、平成21年調査、平成26年調査と比較して「農林水産物」の割合は増加傾向に

ある。 
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11．公的機関に対して期待する施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－1－27 公的機関に対して期待する施策（複数回答） 

 〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

特にない

資金繰り支援（制度融
資）

各種情報の提供

販路開拓支援

経営相談

人材育成

新事業展開支援

後継者育成・事業承継

ＩＣＴ等利活用支援

産学連携・交流支援

ＢＣＰ策定支援

その他
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1.6 

-
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4.0 
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4.0 
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*  
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*  

*  

4.6 

7.5 

*  

4.0 

35.6 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=63)

平成26年調査(N=150)

平成21年調査(N=174)

66.7 

33.3 
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 公的機関に対して期待する施策は、「資金繰り支援（制度融資）」が27.0％と最も高く、次い

で「各種情報の提供」（19.0％）、「販路開拓支援」（15.9％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して、「特にない」の割合が増加している一方で、「各種

情報の提供」の割合は減少している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「資金繰り支援（制度融資）」（43.5％）が他の規

模と比較して高くなっている。 
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Ⅲ－２．小売業 
 

１．資本金 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－1 資本金 

平均
（万円）

全　　体 N=104 35,780.3    

56　各種商品 n=1 992,700.0  

57　織物・衣服・身の回り品 n=8 215,950.0  

58　飲食料品 n=24 18,152.1    

59　機械器具 n=17 4,610.6     

60　その他の小売業 n=52 9,254.2     

61　無店舗 n=2 2,800.0     

小規模（１～４人） n=46 1,212.4     

中規模（５～４９人） n=50 44,483.6    

大規模（５０人以上） n=8 180,150.0  
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 法人組織の事業所・店舗における資本金は、「500万円未満」が35.6％と最も高く、次いで「1000

万円～3000万円未満」（26.9％）、「3000万円～１億円未満」（16.3％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）と中規模事業所（５～49人）で「500万円未満」

（47.8％、30.0％）が最も高くなっている。 
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２．従業員 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－2 １事業所・店舗当たりの平均従業員数 

全　　体 N=246

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=29

58　飲食料品 ｎ=66

59　機械器具 ｎ=37

60　その他の小売業 ｎ=104

61　無店舗 ｎ=6
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図Ⅲ－2－3 従業員の構成割合 

全　　体 N=224

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=24

58　飲食料品 ｎ=60

59　機械器具 ｎ=33

60　その他の小売業 ｎ=97

61　無店舗 ｎ=6
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 １事業所・店舗当たりの平均従業員数は20.0人である。（前回：14.5人） 

 従業員の雇用形態は、「正規従業員」が50.4％（前回：51.9％）と最も高く、次いで「契約社

員・パート」（46.5％）（前回：38.3％）、「出向・派遣社員」（1.8％）（前回：7.4％）となっ

ている。 
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３．経営状況 
 

（１）経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－4 経営上の問題点（複数回答） 
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 経営上問題になっていることは、「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」が35.0％と最

も高く、次いで「従業員の確保」（25.8％）、「価格競争の激化」（23.5％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」や「従

業員の確保」の割合が増加している一方で、「価格競争の激化」の割合は減少している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「取扱商品・サービスの売上の減少・低迷」

（36.4％）、中規模事業所（５～49人）や大規模事業所（50人以上）で「従業員の確保」（49.3％、

64.3％）が最も高くなっている。 
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（２）経営上の問題点への対応策 

 

①既に実施している対応策 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－5 経営上の問題点の対応策－既に実施している対応策（複数回答） 

 
〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕
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 経営上の問題点に対して、既に実施している対応策は、「取扱商品の差別化」が25.7％と最

も高く、次いで「品揃えの充実」（23.5％）、「価格の低廉化」（16.1％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「価格の低廉化（価格競争力）」などの割合は減少

している。規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「取扱商品の差別化」（24.3％）、

中規模事業所（５～49人）で「人材の確保・育成」（34.8％）、大規模事業所（50人以上）で

「品揃えの充実」「人材の確保・育成」（共に30.8％）が最も高くなっている。 
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②今後実施が必要な対応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－6 経営上の問題点の対応策－今後実施が必要な対応策（複数回答） 
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56 各種商品(n=4)

57 織物・衣服・身の回り品(n=29)

58 飲食料品(n=69)

59 機械器具(n=33)

60 その他の小売業(n=92)

61 無店舗(n=6)
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中規模（５～４９人）(n=71)

大規模（５０人以上）(n=14)

 経営上の問題に対して今後必要な対応策は、「人材の確保・育成」が22.3％と最も高く、次

いで「取扱商品の差別化」「品揃えの充実」「業務縮小（廃業）」（いずれも18.5％）となって

いる。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「人材の確保・育成」の割合は増加している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）では「業務縮小（廃業）」（23.5％）、中規模事

業所（５～49人）や大規模事業所（50人以上）では「人材の確保・育成」（45.1％、35.7％）

が最も高くなっている。また、大規模事業所（50人以上）では「業務改善・効率化」や「労

働環境の改善」（共に35.7％）も同様に最も高くなっている。 
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４．自社の業界見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－7 自社の５年後の業況見通し（過去調査との比較） 

令和元年調査　　N=255

平成26年調査　　N=503

平成21年調査　　N=372
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

 

 

図Ⅲ－2－8 自社の５年後の業況見通し（業種別） 

全　　体 N=255

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=31

58　飲食料品 ｎ=71

59　機械器具 ｎ=37

60　その他の小売業 ｎ=107

61　無店舗 ｎ=5

小規模（１～４人） ｎ=151

中規模（５～４９人） ｎ=74

大規模（５０人以上） ｎ=14
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好転 やや好転 不変 やや悪化 悪化

 

（注１）「好転（計）」は、「好転」と「やや好転」の合計 

（注２）「悪化（計）」は、「悪化」と「やや悪化」の合計 

 自社の５年後の業況見通しは、「好転」（1.2％）と「やや好転」（9.0％）の合計が10.2％で、

「やや悪化」（34.1％）と「悪化」（39.6％）の合計（73.7％）を▲63.5ポイントと大きく下

回っている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して、「好転（計）」（注１）が減少したのに対して「悪

化（計）」（注２）は増加している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「悪化（計）」が78.2％と最も高くなってい

る。 
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５．事業継続意向 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－9 事業継続意向 

全　　体 N=237

56　各種商品 ｎ=2

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=26

58　飲食料品 ｎ=65

59　機械器具 ｎ=34

60　その他の小売業 ｎ=105

61　無店舗 ｎ=5

小規模（１～４人） ｎ=151

中規模（５～４９人） ｎ=61

大規模（５０人以上） ｎ=8
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自分の引退後も、事業を継続させたい 自分の代で事業を辞めたい わからない

 

図Ⅲ－2－10 廃業検討理由 

全　　体 N=114

56　各種商品 ｎ=1

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=16

58　飲食料品 ｎ=34

59　機械器具 ｎ=15

60　その他の小売業 ｎ=48

61　無店舗 - ※該当なし

小規模（１～４人） ｎ=88

中規模（５～４９人） ｎ=12

大規模（５０人以上） ｎ=1
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規
模
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適切な後継者がいない 経営状況が厳しい 先行きが不透明 その他

 

 事業継続意向は、「自分の代で事業を辞めたい」が49.4％（前回：46.8％）と最も高く、次

いで「自分の引退後も、事業を継続させたい」（28.7％）（前回：32.3％）、「わからない」（21.9％）

（前回：20.9％）となっている。 

 「自分の代で事業を辞めたい」と回答した事業所・店舗が廃業を検討する理由は、「適切な

後継者がいない」が46.5％（前回：37.5％）と最も高く、次いで「経営状況が厳しい」（32.5％）

（前回：33.9％）、「先行きが不透明」（14.9％）（前回：24.1％）となっている。 
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６．主な資金調達先と新たな資金調達方法への関心 
 

 

 

 

について 

 

 

図Ⅲ－2－11 主な資金調達先（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

株式発行
※平成26年調査は「増資」

ファンド等による直接
投資

クラウドファンディング
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57 織物・衣服・身の回り品(n=19)

58 飲食料品(n=55)

59 機械器具(n=32)
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43.8 

26.8 

14.3 

9.8 

0.9 

0.9 

-

-

-

24.1 

65.2 

18.2 

10.6 

15.2 

7.6 

1.5 

-

1.5 

-

19.7 

91.7 

-

-

-

-

8.3 

16.7 

-

-

8.3 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=112)

中規模（５～４９人）(n=66)

大規模（５０人以上）(n=12)

 

 

 主な資金調達先は、「銀行等の民間金融機関の融資」が52.8％と最も高く、次いで、「その他」

（22.8％）、「役員・親族、関連会社等からの借入れ」（21.3％）となっている。 

 新たな資金調達方法への関心は、「関心がない」が75.2％と最も高く、次いで「直接金融の仕

組みがわからないので判断できない」（17.0％）、「クラウドファンディング（注）」（5.8％）

となっている。 
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図Ⅲ－2－12 新たな資金調達方法への関心 

全　　体 N=206

56　各種商品 ｎ=2

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=19

58　飲食料品 ｎ=57

59　機械器具 ｎ=32

60　その他の小売業 ｎ=90

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=115

中規模（５～４９人） ｎ=67

大規模（５０人以上） ｎ=12
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投資家による新規性の高い事業に対する投資 クラウドファンディング

社債発行 その他

関心がない 直接金融の仕組みがわからないので判断できない

 

 

（注）クラウドファンディングとは、インターネットにより募集した小口投資による、金融機関

を介さない直接金融の仕組み。一般の投資ファンドと異なり、一般市民等のファン作りと

いう発想に基づく資金調達手段。 
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７．生産性向上の取組 
 

（１）５年前と比較した労働生産性の変化 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－13 ５年前と比較した労働生産性の変化 

全　　体 N=243

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=27

58　飲食料品 ｎ=67

59　機械器具 ｎ=36

60　その他の小売業 ｎ=103

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=147

中規模（５～４９人） ｎ=71

大規模（５０人以上） ｎ=14
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（２）生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－14 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

全　　体 N=224

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=25

58　飲食料品 ｎ=61

59　機械器具 ｎ=35

60　その他の小売業 ｎ=93

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=131

中規模（５～４９人） ｎ=68

大規模（５０人以上） ｎ=14
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どちらも策定している 年次目標のみ策定している

中期計画のみ策定している どちらも策定していない

 

 ５年前と比較した労働生産性の変化は、「現状維持」が36.2％と最も高く、次いで「下降した」

（35.8％）、「わからない」（16.0％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「下降した」（43.5％）、中規模事業所（５～

49人）で「現状維持」（42.3％）、大規模事業所（50人以上）で「下降した」（50.0％）が最も

高くなっている。 

 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画（概ね３～５年）の策定につ

いては、「どちらも策定していない」が54.0％と最も高く、次いで「年次目標のみ策定して

いる」（22.8％）、「どちらも策定している」（17.0％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「どちらも策定していない」（68.7％）、中規

模事業所（５～49人）で「年次目標のみ策定している」（33.8％）、大規模事業所（50人以上）

で「どちらも策定している」（64.3％）が最も高くなっている。 
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（３）ICT 等の導入状況 
 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－15 ICT 等の導入状況 

全　　体 N=232

56　各種商品 ｎ=3

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=28

58　飲食料品 ｎ=63

59　機械器具 ｎ=36

60　その他の小売業 ｎ=96

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=137

中規模（５～４９人） ｎ=70

大規模（５０人以上） ｎ=13
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 ICT等の導入状況は、「導入している」が46.1％、「導入予定なし」が49.1％を占めている。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれて「導入している」の割合が高くなっている。 

 ICT等の導入をしない理由は、「ICT等導入に見合う業務（業務量）がない」が36.4％と最も高

く、次いで「導入した場合のメリット（効果）がわからない」（21.5％）、「導入コストがかか

る」「ICT等を使える人材がいない」（共に18.7％）となっている。 
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図Ⅲ－2－16 ICT 等の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

その他

特に理由はない

ＩＣＴ等導入に見合う業
務（業務量）がない

導入した場合のメリット
（効果）がわからない

導入コストがかかる

ＩＣＴ等を使える人材が
いない

相談相手がいないた
め検討を進められない
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25.0 

22.5 

22.5 

-

27.5 

5.0 

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=1)

57 織物・衣服・身の回り品(n=14)

58 飲食料品(n=35)

59 機械器具(n=17)

60 その他の小売業(n=40)

61 無店舗(n=0)

38.4 

20.5 

17.8 

19.2 

1.4 

34.2 

12.3 

22.7 

27.3 

22.7 

13.6 

-

27.3 

18.2 

50.0 

-

-

-

-

-

50.0 

0 20 40 60 80 100

％

小規模（１～４人）(n=73)

中規模（５～４９人）(n=22)

大規模（５０人以上）(n=2)
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（４）キャッシュレス決済の導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－17 キャッシュレス決済の導入状況 

全　　体 N=201

56　各種商品 ｎ=4

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=24

58　飲食料品 ｎ=57

59　機械器具 ｎ=34

60　その他の小売業 ｎ=77

61　無店舗 ｎ=5

小規模（１～４人） ｎ=120

中規模（５～４９人） ｎ=57

大規模（５０人以上） ｎ=13

業
種

規
模

32.8 

75.0 

33.3 

35.1 

38.2 

24.7 

60.0 

20.0 

54.4 

76.9 

16.9 

-

16.7 

10.5 

8.8 

24.7 

40.0 

18.3 

15.8 

15.4 

50.2 

25.0 

50.0 

54.4 

52.9 

50.6 

-

61.7 

29.8 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入している

現在は導入していないが、今後導入する（したい）

導入予定なし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 キャッシュレス決済の導入状況は、「導入予定なし」が50.2％と最も高く、次いで「導入し

ている」（32.8％）、「現在は導入していないが、今後導入する（したい）」（16.9％）となっ

ている。 

 規模別では、規模が大きくなるにつれて「導入している」の割合が高くなり、「導入予定な

し」の割合が低くなっている。 

 キャッシュレス決済の導入をしない理由は、「導入に見合う集客等が見込めない」が32.7％

と最も高く、次いで「導入によるメリット（効果）が感じられない」（29.6％）、「導入コス

トがかかる」（15.3％）となっている。 
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図Ⅲ－2－18 キャッシュレス決済の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

入金までに時間がかか
る

0

特に理由はない

導入に見合う集客等が
見込めない

導入によるメリット（効
果）が感じられない

導入コストがかかる

決済手数料が高い

ＩＣＴ等を得意とする・
使える現場スタッフが

いない

業務が忙しく現場ス
タッフに利用する余裕

がない

32.7 

29.6 

15.3 

14.3 

14.3 

7.1 

7.1 

28.6 

12.2 

0 20 40 60 80 100
％

全体(N=98)

100.0 

100.0 

100.0 

-

100.0 

-

-

-

-

27.3 

18.2 

27.3 

9.1 

-

-

9.1 

9.1 

36.4 

33.3 

26.7 

16.7 

20.0 

20.0 

16.7 

10.0 

20.0 

13.3 

27.8 

16.7 

5.6 

22.2 

5.6 

-

5.6 

44.4 

11.1 

34.2 

39.5 

13.2 

7.9 

15.8 

5.3 

5.3 

34.2 

5.3 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=1)

57 織物・衣服・身の回り品(n=11)

58 飲食料品(n=30)

59 機械器具(n=18)

60 その他の小売業(n=38)

61 無店舗(n=0)

33.3 

25.0 

12.5 

13.9 

11.1 

6.9 

8.3 

30.6 

13.9 

23.5 

41.2 

23.5 

23.5 

17.6 

11.8 

5.9 

29.4 

-

-

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=72)

中規模（５～４９人）(n=17)

大規模（５０人以上）(n=1)
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８．販路の開拓 
 

（１）既に取り組んでいる販路開拓の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－19 既に取り組んでいる販路開拓の取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

商談会・マッチング事
業への参加

商品（サービス）のブラ
ンド化

新商品（新サービス）
企画開発

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

新規市場調査

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

取り組んでいない

訪日外国人への対応

展示会への出展・テス
ト販売

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

海外展開

西日本への販路拡大

その他

12.9 

10.3 

5.8 

5.4 

5.4 

4.0 

3.1 

2.7 

2.2 

1.8 

0.4 

2.7 

66.1 

10.6 

9.9 

14.6 

8.2 

7.0 

1.3 

*  

3.2 

2.5 

1.1 

*  

2.7 

61.5 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=224)

平成26年調査(N=473)

33.3 

-

-

33.3 

-

-

33.3 

-

-

-

-

-

33.3 

11.5 

11.5 

11.5 

3.8 

-

3.8 

3.8 

-

7.7 

3.8 

3.8 

7.7 

65.4 

20.3 

11.9 

6.8 

5.1 

3.4 

5.1 

3.4 

5.1 

1.7 

1.7 

-

3.4 

59.3 

16.7 

2.8 

5.6 

2.8 

5.6 

5.6 

-

5.6 

-

2.8 

-

-

66.7 

4.2 

9.5 

3.2 

4.2 

7.4 

3.2 

3.2 

1.1 

2.1 

1.1 

-

2.1 

73.7 

60.0 

60.0 

20.0 

40.0 

20.0 

-

-

-

-

-

-

-

20.0 

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=3)

57 織物・衣服・身の回り品(n=26)

58 飲食料品(n=59)

59 機械器具(n=36)

60 その他の小売業(n=95)

61 無店舗(n=5)

9.7 

6.0 

4.5 

3.7 

1.5 

2.2 

3.0 

0.7 

0.7 

0.7 

-

1.5 

74.6 

18.2 

15.2 

9.1 

7.6 

12.1 

7.6 

3.0 

6.1 

3.0 

1.5 

1.5 

6.1 

53.0 

23.1 

38.5 

7.7 

15.4 

15.4 

7.7 

7.7 

7.7 

15.4 

15.4 

-

-

23.1 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=134)

中規模（５～４９人）(n=66)

大規模（５０人以上）(n=13)

 既に取り組んでいる販路開拓の取組は、「商品（サービス）のブランド化」が12.9％と最も

高く、次いで、「新商品（新サービス）企画開発」（10.3％）、「EC（ネットビジネス）の展開」

（5.8％）となっている。 

 平成26年調査と比較して「商品（サービス）のブランド化」や「新商品（新サービス）企画

開発」の割合が増加して、「EC（ネットビジネス）の展開」の割合は減少した。 

 規模別では、規模が大きくなるにつれて、「商品（サービス）のブランド化」や「新商品（新

サービス）企画開発」の割合が高くなっている。 
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（２）今後力を入れていきたい販路開拓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－20 海外販路開拓の今後の検討状況 

全　　体 N=140

56　各種商品 ｎ=2

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=13

58　飲食料品 ｎ=34

59　機械器具 ｎ=25

60　その他の小売業 ｎ=62

61　無店舗 ｎ=4

小規模（１～４人） ｎ=78

中規模（５～４９人） ｎ=49

大規模（５０人以上） ｎ=8

業
種

規
模

0.7 

-

-

2.9 

-

-

-

1.3 

-

-

0.7 

-

-

2.9 

-

-

-

-

2.0 

-

78.6 

50.0 

69.2 

76.5 

80.0 

83.9 

50.0 

76.9 

83.7 

75.0 

20.0 

50.0 

30.8 

17.6 

20.0 

16.1 

50.0 

21.8 

14.3 

25.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検討している 今後検討する 検討する予定はない わからない

 

 

 

 海外販路開拓の今後の検討状況は、「検討する予定はない」が78.6％と最も高く、次いで「わ

からない」（20.0％）となっている。 

 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓は、「新商品（新サービス）企画開発」が

18.9％と最も高く、次いで、「商品（サービス）のブランド化」（13.6％）、「新規市場調査」

（9.1％）となっている。 

 平成26年調査と比較して「新商品（新サービス）企画開発」の割合が増加している。 

 業種中分類別にみると、57織物・衣服・身の回り品や59機械器具で「新商品（新サービス）

企画開発」（21.4％、21.7％）が高くなっている。 
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図Ⅲ－2－21 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

商談会・マッチング事
業への参加

新商品（新サービス）
企画開発

商品（サービス）のブラ
ンド化

新規市場調査

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

わからない

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

展示会への出展・テス
ト販売

西日本への販路拡大

その他

必要がない
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3.0 
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0.8 

-
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-

-
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-
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7.1 

7.1 

-
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-

-
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-

-

-

42.9 

21.4 

18.2 

12.1 

9.1 

12.1 

-

-

6.1 

-

3.0 

-

-

42.4 

12.1 

21.7 

17.4 

8.7 

8.7 

8.7 

4.3 

-

-

-

-

-

21.7 

30.4 

16.1 

12.5 

10.7 

1.8 

10.7 

8.9 

3.6 

5.4 

3.6 

1.8 

-

26.8 

26.8 

40.0 

40.0 

-

60.0 

20.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=1)

57 織物・衣服・身の回り品(n=14)

58 飲食料品(n=33)

59 機械器具(n=23)

60 その他の小売業(n=56)

61 無店舗(n=5)

12.3 

15.1 

9.6 

4.1 

4.1 

2.7 

2.7 

-

4.1 

-

-

38.4 

23.3 

29.8 

12.8 

10.6 

10.6 

10.6 

8.5 

4.3 

8.5 

-

2.1 

-

19.1 

19.1 

22.2 

11.1 

-

22.2 

22.2 

-

-

-

-

-

-

22.2 

22.2 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=73)

中規模（５～４９人）(n=47)

大規模（５０人以上）(n=9)
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９．事業継続計画（BCP）等について 
 

（１）事業継続計画（BCP）の策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－22 事業継続計画（BCP）策定の有無 

全　　体 N=220

56　各種商品 ｎ=3

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=24

58　飲食料品 ｎ=59

59　機械器具 ｎ=34

60　その他の小売業 ｎ=94

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=127

中規模（５～４９人） ｎ=71

大規模（５０人以上） ｎ=13

業
種

規
模
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-
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33.3 

52.8 
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15.4 

42.7 

33.3 

37.5 

47.5 

38.2 

45.7 

-

40.9 

45.1 

23.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定している 策定中 策定を検討している 策定の予定はない 分からない

 

 

（注）事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）は、地震や火災、集団感染等の緊急事態

に直面した際に、被害を最小限に抑え、一刻も早く事業活動を復旧し、会社と社員を守り、

取引先からの信頼を得るための方法の一つを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業継続計画（BCP）（注）の策定状況は、「分からない」が42.7％と最も高く、次いで「策定

の予定はない」（40.5％）、「策定を検討している」（11.4％）となっている。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「策定の予定はない」（52.8％）、大規模事業所（50

人以上）で「策定している」（38.5％）が他の規模と比較して高くなっている。 
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（２）事業継続マネジメント（BCM）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－23 事業継続マネジメント（BCM）実施の有無 

全　　体 N=163

56　各種商品 ｎ=2

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=19

58　飲食料品 ｎ=39

59　機械器具 ｎ=25

60　その他の小売業 ｎ=72

61　無店舗 ｎ=6

小規模（１～４人） ｎ=102

中規模（５～４９人） ｎ=45

大規模（５０人以上） ｎ=9
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種

規
模
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33.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 実施を検討している 実施の予定はない

 

 

（注）事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity Management）は、策定したBCPの定期

的な見直し・訓練・社員教育等により、BCPの実効性を高める取組などを言う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業継続マネジメント（BCM）（注）の実施状況は、「実施の予定はない」が81.0％と最も高く、

次いで「実施を検討している」（16.0％）、「実施している」（3.1％）となっている。 

 規模別にみると、中規模事業所（５～49人）で「実施している」（6.7％）や「実施を検討し

ている」（22.2％）が高くなっている。 
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10．事業の新たな取組について 
 

（１）人口減少・少子高齢化の影響 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－24 人口減少・少子高齢化の影響 

全　　体 N=221

56　各種商品 ｎ=3

57　織物・衣服・身の回り品 ｎ=27

58　飲食料品 ｎ=61

59　機械器具 ｎ=33

60　その他の小売業 ｎ=92

61　無店舗 ｎ=5

小規模（１～４人） ｎ=126

中規模（５～４９人） ｎ=71

大規模（５０人以上） ｎ=13
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

影響が出ており、すでに対策を講じている

影響が出ており、今後対策の必要性を感じている

影響はない

わからない

その他

 

 

（注)「影響が出ており、すでに対策を講じている」と「影響が出ており、今後の対策の必要性を

感じている」の合計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口減少・少子高齢化の影響は、「影響が出ており、今後対策の必要性を感じている」が48.4％

と最も高く、次いで「わからない」（24.4％）、「影響はない」（19.9％）となっている。 

 規模別では、規模が大きくなるにつれて「影響が出ている（注）」の割合が高くなっている。 
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（２）人口減少・少子高齢化に対する将来的取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－25 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組は、「商品・サービスの高付加価値化」が45.2％

と最も高く、次いで、「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」（30.7％）、「高齢者・単身世

帯など拡大市場での事業拡大等」（27.6％）となっている。平成26年調査と比較して「人材

（労働力）の確保（待遇改善等）」の割合が増加している。 

 規模別では、規模が大きくなるにつれて、「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」の割合が

高くなっている。 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

取扱商品の変更等に伴う
仕入先の変更

多様な人材の活用（女
性、シニア、外国人、障

害者等）

設備投資計画の見直し

海外展開

その他

ニッチ（隙間）市場への進
出

商品・サービスの高付加
価値化

人材（労働力）の確保（待
遇改善等）

高齢者・単身世帯など拡
大市場での事業拡大等

勤務時間見直しなどの働
き方改革

商品・サービス企画開発
力の維持・確保

45.2 

30.7 

27.6 

20.6 

15.1 

13.1 

10.1 

9.0 

4.5 

2.5 

7.5 

*  

17.4 

32.7 

*  

17.6 

12.7 

9.9 

*  

3.5 

2.0 

2.0 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=199)

平成26年調査(N=455)

66.7 
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33.3 

33.3 

-

-

33.3 

33.3 

-

-

-

52.0 

20.0 

16.0 

20.0 

20.0 

12.0 

16.0 

8.0 

-

4.0 

12.0 

47.2 

35.8 

26.4 

24.5 

11.3 

13.2 

9.4 

13.2 

5.7 

5.7 

9.4 

39.3 

28.6 

28.6 

17.9 

17.9 

21.4 

3.6 

14.3 

3.6 

-

7.1 

44.0 

26.2 

31.0 

19.0 

15.5 

11.9 

10.7 

3.6 

6.0 

1.2 

6.0 

33.3 

66.7 

33.3 

16.7 

16.7 

-

-

16.7 

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=3)

57 織物・衣服・身の回り品(n=25)

58 飲食料品(n=53)

59 機械器具(n=28)

60 その他の小売業(n=84)

61 無店舗(n=6)

45.5 

17.3 

31.8 

13.6 

16.4 

13.6 

6.4 

6.4 

2.7 

2.7 

11.8 

43.3 

46.3 

19.4 

32.8 

16.4 

14.9 

13.4 

13.4 

6.0 

1.5 

1.5 

53.8 

76.9 

38.5 

30.8 

-

-

7.7 

15.4 

-

7.7 

7.7 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=110)

中規模（５～４９人）(n=67)

大規模（５０人以上）(n=13)
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（３）関心のある地域資源 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－26 関心のある地域資源（複数回答） 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

その他

グルメ

観光資源

農林水産物

加工食品

伝統工芸品（産地の技
術を含む）

31.3 

31.3 

25.2 

19.0 

17.8 

14.7 

27.3 

29.0 

31.9 

22.4 

17.2 

14.1 

-

21.7 

29.9 
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11.6 

1.6 
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％

令和元年調査(N=163)

平成26年調査(N=348)

平成21年調査(N=318)

33.3 

66.7 

33.3 

-

-

33.3 

33.3 

27.8 

11.1 

11.1 

38.9 

16.7 

40.7 

24.1 

33.3 

27.8 

9.3 

14.8 

36.8 

42.1 

10.5 

5.3 

5.3 

21.1 

20.0 

35.4 

26.2 

15.4 

24.6 

12.3 

50.0 

-

25.0 

75.0 

-

-

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=3)

57 織物・衣服・身の回り品(n=18)

58 飲食料品(n=54)

59 機械器具(n=19)

60 その他の小売業(n=65)

61 無店舗(n=4)

28.6 

33.0 

26.4 

8.8 

19.8 

23.1 

35.2 

27.8 

24.1 

33.3 

16.7 

3.7 

36.4 

45.5 

18.2 

36.4 

9.1 

-

0 20 40 60 80 100

％

小規模（１～４人）(n=91)

中規模（５～４９人）(n=54)

大規模（５０人以上）(n=11)

 

 

 

 

 

 

 

 

 関心のある地域資源は、「グルメ」「観光資源」が31.3％と最も高く、次いで「農林水産物」

（25.2％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「グルメ」や「観光資源」の割合が増加している。 
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11．公的機関に対して期待する施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－2－27 公的機関に対して期待する施策（複数回答） 

 

 

〔全　体〕 〔業種中分類別〕 〔従業員規模別〕

後継者育成・事業承継

各種情報の提供

資金繰り支援（制度融
資）

※平成26年調査までは「公
的融資」

経営相談

新事業展開支援

販路開拓支援

人材育成

ＩＣＴ等利活用支援

ＢＣＰ策定支援

特にない

産学連携・交流支援

その他

17.1 

16.7 

16.2 

11.4 

11.0 

8.6 

7.6 

3.8 

2.4 

1.0 

0.5 

51.4 

19.6 

24.3 
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9.6 
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-
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-

-

-

-
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-

-

-

-

57.7 
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3.6 
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1.8 
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43.6 
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17.2 

3.4 

13.8 

10.3 

10.3 

3.4 

3.4 

-

-

62.1 

18.7 

14.3 

15.4 

14.3 

11.0 

6.6 

7.7 

5.5 

2.2 

1.1 

-

54.9 

33.3 

33.3 

16.7 

50.0 

-

16.7 

-

-

16.7 

-

-

16.7 

0 20 40 60 80 100
％

56 各種商品(n=3)

57 織物・衣服・身の回り品(n=26)

58 飲食料品(n=55)

59 機械器具(n=29)

60 その他の小売業(n=91)

61 無店舗(n=6)

10.8 

15.8 

15.8 

9.2 

12.5 

10.0 

5.0 

4.2 

1.7 

1.7 

0.8 

57.5 

25.0 

17.6 

19.1 

14.7 

8.8 

8.8 

10.3 

2.9 

2.9 

-

-

42.6 

33.3 

16.7 

-

16.7 

8.3 

-

25.0 

8.3 

8.3 

-

-

41.7 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=120)

中規模（５～４９人）(n=68)

大規模（５０人以上）(n=12)

 公的機関に対して期待する施策は、「各種情報の提供」が17.1％と最も高く、次いで「資金

繰り支援（制度融資）」（16.7％）、「経営相談」（16.2％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して、「資金繰り支援（制度融資）」の割合は減少してい

る。 

 規模別では、中規模事業所（５～49人）や大規模事業所（50人以上）で「各種情報の提供」

（25.0％、33.3％）が高くなっているほか、大規模事業所（50人以上）では「人材育成」（25.0％）

も他の規模と比較して高くなっている。 
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Ⅲ－３．サービス業 
 

１．資本金 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－1 資本金 

平　均
（万円）

全　　体 N=147 37,002.2   

39　情報サービス業 ｎ=2 1,150.0     

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1 300.0       

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=2 2,150.0     

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=0 ※該当なし -           

70　物品賃貸業 ｎ=5 1,250.0     

72　専門サービス業 ｎ=7 858.1       

73　広告業 ｎ=0 ※該当なし -           

74　技術サービス業 ｎ=19 34,347.9   

75　宿泊業 ｎ=11 3,400.0     

76　飲食店 ｎ=18 15,693.2   

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=6 459,049.8 

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=9 911.1       

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=4 1,325.0     

80　娯楽業 ｎ=6 92,256.7   

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=4 275.0       

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=20 50,925.3   

88　廃棄物処理業 ｎ=6 8,300.0     

89　自動車整備業 ｎ=2 600.0       

90　機械等修理業 ｎ=4 225.0       

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=9 3,014.4     

92　その他の事業サービス業 ｎ=12 2,308.2     

小規模（１～４人） ｎ=25 1,101.0     

中規模（５～９９人） ｎ=104 10,225.5   

大規模（１００人以上） ｎ=17 94,561.3   
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 法人組織の事業所・店舗における資本金は、「1000万円～3000万円未満」が36.1％と最も高く、

次いで「500万円未満」（27.9％）、「3000万円～１億円未満」（13.6％）となっている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「500万円未満」（52.0％）、中規模事業所（５

～99人）で「1000万円～3000万円未満」（38.5％）、大規模事業所（100人以上）で「1000万円

～3000万円未満」「１億円以上」（共に41.2％）が最も高くなっている。 
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２．従業員 
 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－2 １事業所当たりの平均従業員数 

全　　体 N=412

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=8

72　専門サービス業 ｎ=29

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=38

75　宿泊業 ｎ=22

76　飲食店 ｎ=72

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=10

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=73

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=11

80　娯楽業 ｎ=11

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=32

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=41

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=21

小規模（１～４人） ｎ=219

中規模（５～９９人） ｎ=171

大規模（１００人以上） ｎ=22

業
種
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模
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 １事業所当たりの平均従業員数は29.4人である。（前回：9.7人） 

 従業員の雇用形態は、「正規従業員」が58.1％（前回：57.6％）と最も高く、次いで「契約社

員・パート」（35.2％）（前回：35.2％）、「出向・派遣社員」（6.4％）（前回：4.3％）となっ

ている。 
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図Ⅲ－3－3 従業員の構成割合 

全　　体 N=353

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=8

72　専門サービス業 ｎ=29

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=38

75　宿泊業 ｎ=21

76　飲食店 ｎ=59

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=9

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=41

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=10

80　娯楽業 ｎ=11

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=22

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=41

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=8

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=21
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３．経営状況 
 

（１）経営上の問題点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－4 経営上の問題点（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

従業員の確保

設備・店舗の老朽化

仕入価格の上昇

取扱商品・サービスの
売上の減少・低迷

価格競争の激化

後継者育成・事業承継

消費者のニーズ・志向
の変化

大企業・大型店の影響

顧客への消費税の転
嫁

周辺での店舗・事業所
の減少

労働生産性の低迷（長
時間労働等）

その他

特にない

人件費の増加

業者間競争の激化

従業員の質

商圏人口の減少

資金不足
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大規模（１００人以上）(n=22)

 経営上問題になっていることは、「従業員の確保」が29.7％と最も高く、次いで「設備・店

舗の老朽化」（19.0％）、「仕入価格の上昇」（18.6％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較し「従業員の確保」「人件費の増加」の割合が増加して

いる。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「設備・店舗の老朽化」（23.6％）、中規模事

業所（５～99人）と大規模事業所（100人以上）で「従業員の確保」（55.7％、68.2％）が最

も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－5 経営上の問題点（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕
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77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=10)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=88)

79 その他の生活関連サービス業(n=14)

80 娯楽業(n=11)
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82 その他の教育，学習支援業(n=34)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=41)

88 廃棄物処理業(n=7)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=10)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=11)

92 その他の事業サービス業(n=20)

 



59 

（２）経営上の問題点への対応策 

 

①既に実施している対応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－6 経営上の問題点の対応策－既に実施している対応策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

人材の確保・育成

接客態度・接客スキル
の改善

業務改善・効率化

アルバイト・パートの活
用

販売促進（ＰＲ、ポイン
トカード、ＤＭ等）

価格の低廉化（価格競
争力）

取扱商品の差別化

新規販売先の開拓

顧客（法人含む）ニー
ズの把握

キャッシュレス決済へ
の対応

ＩＣＴ等の導入・活用

業務縮小（廃業）

労働環境の改善

設備・店舗への投資

品揃えの充実

事業の多角化・新事業
の展開

業務・資本提携

その他

人員削減

派遣・契約社員の活用

仕入先の変更

資金調達（新規借入・
増資等）

顧客（法人含む）管理
の強化
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大規模（１００人以上）(n=21)

 経営上の問題点に対して、既に実施している対応策は、「人材の確保・育成」が26.5％と最

も高く、次いで「接客態度・接客スキルの改善」「業務改善・効率化」（共に16.5％）となっ

ている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「人材の確保・育成」「アルバイト・パートの活用」

「業務縮小（廃業）」の割合が増加している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「価格の低廉化（価格競争力）」（21.4％）、

中規模事業所（５～99人）や大規模事業所（100人以上）で「人材の確保・育成」（43.6％、

57.1％）が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－7 経営上の問題点の対応策－既に実施している対応策（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕
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82 その他の教育，学習支援業(n=20)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=38)

88 廃棄物処理業(n=5)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=5)
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②今後実施が必要な対応策 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－8 経営上の問題点の対応策－今後実施が必要な対応策（複数回答） 
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仕入先の変更

業務・資本提携
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小規模（１～４人）(n=139)
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大規模（１００人以上）(n=21)

 経営上の問題に対して今後必要な対応策は、「人材の確保・育成」が33.3％と最も高く、次

いで「業務改善・効率化」（19.3％）、「後継者の育成・確保」（18.8％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「人材の確保・育成」や「後継者の育成・確保」の

割合は増加している。その一方で、「設備・店舗への投資」の割合は減少している。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「業務縮小（廃業）」（23.0％）、中規模事業

所（５～99人）と大規模事業所（100人以上）で「人材の確保・育成」（52.9％、42.9％）が

最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－9 経営上の問題点の対応策－今後実施が必要な対応策（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕
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69 不動産賃貸業・管理業(n=2)
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74 技術サービス業(n=35)

75 宿泊業(n=18)

76 飲食店(n=61)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=9)
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82 その他の教育，学習支援業(n=18)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=40)

88 廃棄物処理業(n=5)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=5)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=11)

92 その他の事業サービス業(n=17)
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４．自社の業界見通し 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－10 自社の５年後の業況見通し 

令和元年調査 N=425

平成26年調査 N=652

平成21年調査 N=427

39　情報サービス業 ｎ=3

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=8

72　専門サービス業 ｎ=33

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=37

75　宿泊業 ｎ=21

76　飲食店 ｎ=74

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=9

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=82

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=15

80　娯楽業 ｎ=10

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=35

85　社会保険・社会福祉・介護事業 ｎ=40

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=10

92　その他の事業サービス業 ｎ=20

小規模（１～４人） ｎ=206

中規模（５～９９人） ｎ=162

大規模（１００人以上） ｎ=21
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（注１）「好転（計）」は、「好転」と「やや好転」の合計 

（注２）「悪化（計）」は、「悪化」と「やや悪化」の合計 

 

 自社の５年後の業況見通しは、「好転」（3.5％）と「やや好転」（11.3％）の合計が14.8％で

「やや悪化」（28.9％）と「悪化」（26.6％）の合計（55.5％）を▲40.7ポイントと大きく下

回っている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「好転（計）」（注１）、「悪化（計）」（注２）はとも

に減少し、「不変」が増加している。 

 規模別では、規模が大きくなるにつれて「悪化（計）」の割合が減っている。 
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５．事業継続意向 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－11 事業継続意向 

全　　体 N=414

39　情報サービス業 ｎ=3

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=8

72　専門サービス業 ｎ=31

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=37

75　宿泊業 ｎ=18

76　飲食店 ｎ=74

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=8

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=91

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=15

80　娯楽業 ｎ=9

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=36

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=38

88　廃棄物処理業 ｎ=3

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=8

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=8

92　その他の事業サービス業 ｎ=15

小規模（１～４人） ｎ=211

中規模（５～９９人） ｎ=152

大規模（１００人以上） ｎ=11
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 事業継続意向は、「自分の代で事業を辞めたい」が43.2％（前回：46.6％）と最も高く、次い

で「自分の引退後も、事業を継続させたい」（35.7％）（前回：30.7％）、「わからない」（21.0％）

（前回：22.8％）となっている。 
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図Ⅲ－3－12 廃業検討理由 

全　　体 N=173

39　情報サービス業 ｎ=1

40　インターネット附随サービス業 ｎ=0 ※該当なし

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=2

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=1

70　物品賃貸業 ｎ=3

72　専門サービス業 ｎ=16

73　広告業 ｎ=0 ※該当なし

74　技術サービス業 ｎ=14

75　宿泊業 ｎ=3

76　飲食店 ｎ=33

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=1

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=67

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=6

80　娯楽業 ｎ=1

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=19

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=0 ※該当なし

88　廃棄物処理業 ｎ=1

89　自動車整備業 ｎ=0 ※該当なし

90　機械等修理業 ｎ=3

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=1

92　その他の事業サービス業 ｎ=1

小規模（１～４人） ｎ=136

中規模（５～９９人） ｎ=10

大規模（１００人以上） ｎ=0 ※該当なし
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 事業継続意向について「自分の代で事業を辞めたい」と回答した事業所が廃業を検討する理

由は、「適切な後継者がいない」が60.7％（前回：54.3％）と最も高く、次いで「経営状況が

厳しい」（19.7％）（前回：20.8％）、「先行きが不透明」（10.4％）（前回：18.4％）となって

いる。 
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６．主な資金調達先と新たな資金調達方法への関心 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－13 主な資金調達先（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

銀行等の民間金融機
関の融資

役員・親族、関連会社
等からの借入れ

政府系金融機関の融
資

市町の制度融資

県の制度融資

株式発行

その他

社債発行

ファンド等による直接
投資

クラウドファンディング

52.7 

18.5 

11.9 

5.6 

4.4 

2.2 

0.6 

0.3 

-

27.3 

52.2 

18.8 

16.7 

11.0 

8.5 

0.4 

0.4 

0.2 

*  

23.3 

43.5 

*  

13.2 

8.5 

7.0 

*  

*  

*  

*  

5.7 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=319)

平成26年調査(N=527)

平成21年調査(N=402)

35.3 

22.1 

12.5 

3.7 

1.5 

-

-

-

-

38.2 

71.0 

15.2 

12.4 

8.3 

8.3 

2.1 

1.4 

-

-

14.5 

66.7 

22.2 

5.6 

-

-

22.2 

-

5.6 

-

16.7 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=136)

中規模（５～９９人）(n=145)

大規模（１００人以上）(n=18)

 

 

 主な資金調達先は、「銀行等の民間金融機関の融資」が52.7％と最も高く、次いで「役員・

親族、関連会社等からの借入れ」（18.5％）、「政府系金融機関の融資」（11.9％）となってい

る。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「銀行等の民間金融機関の融資」の割合が増加して

いる。 

 規模別でみると、全ての規模で「銀行等の民間金融機関の融資」が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－14 主な資金調達先（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

銀行等の民間金融機
関の融資

役員・親族、関連会社
等からの借入れ

政府系金融機関の融
資

市町の制度融資

県の制度融資

株式発行

その他

社債発行

ファンド等による直接
投資

クラウドファンディング

50.0 

25.0 

-

-

-

-

-

-

-

25.0 

100.0 

-

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

100.0 

50.0 

50.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

100.0 

60.0 

20.0 

20.0 

-

20.0 

-

-

-

-

40.0 

41.4 

24.1 

13.8 

-

-

-

-

-

-

34.5 

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=4)

40 インターネット附随サービス業(n=1)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=2)

69 不動産賃貸業・管理業(n=2)

70 物品賃貸業(n=5)

72 専門サービス業(n=29)

73 広告業(n=1)

50.0 

25.0 

5.6 

5.6 

2.8 

5.6 

2.8 

-

-

19.4 

68.8 

31.3 

18.8 

6.3 

12.5 

-

-

-

-

18.8 

48.3 

12.1 

12.1 

5.2 

5.2 

-

-

-

-

31.0 

66.7 

16.7 

-

-

-

-

-

-

-

16.7 

51.2 

17.1 

17.1 

7.3 

-

-

-

-

-

26.8 

50.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

63.6 

27.3 

9.1 

-

-

-

9.1 

9.1 

-

18.2 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=36)

75 宿泊業(n=16)

76 飲食店(n=58)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=6)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=41)

79 その他の生活関連サービス業(n=10)

80 娯楽業(n=11)

11.8 

11.8 

5.9 

5.9 

5.9 

-

-

-

-

76.5 

64.7 

14.7 

23.5 

11.8 

5.9 

5.9 

-

-

-

20.6 

83.3 

16.7 

16.7 

-

-

-

-

-

-

16.7 

75.0 

25.0 

25.0 

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

37.5 

-

25.0 

37.5 

-

-

-

-

12.5 

63.6 

18.2 

-

9.1 

9.1 

9.1 

-

-

-

9.1 

58.8 

17.6 

-

5.9 

-

11.8 

-

-

-

11.8 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=17)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=34)

88 廃棄物処理業(n=6)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=8)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=11)

92 その他の事業サービス業(n=17)

 

 

 

 

 

 



68 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－15 新たな資金調達方法への関心 

全　　体 N=357

39　情報サービス業 ｎ=4

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=6

72　専門サービス業 ｎ=29

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=40

75　宿泊業 ｎ=18

76　飲食店 ｎ=59

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=7

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=59

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=14

80　娯楽業 ｎ=10

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=23

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=34

88　廃棄物処理業 ｎ=6

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=10

92　その他の事業サービス業 ｎ=17

小規模（１～４人） ｎ=163

中規模（５～９９人） ｎ=148

大規模（１００人以上） ｎ=18

業
種

規
模

2.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

11.1 

3.4 

-

1.7 

-

-

-

2.9 

16.7 

-

-

-

-

0.6 

3.4 

5.6 

4.2 

-

-

-

-

-

10.3 

-

-

-

5.1 

-

1.7 

14.3 

-

4.3 

11.8 

-

-

-

-

5.9 

3.1 

6.1 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

1.7 

-

-

-

33.3 

-

3.4 

-

-

-

1.7 

-

1.7 

-

-

-

2.9 

16.7 

-

-

-

-

2.5 

0.7 

5.6 

75.4 

100.0 

100.0 

66.7 

66.7 

100.0 

75.9 

100.0 

77.5 

55.6 

72.9 

85.7 

76.3 

78.6 

90.0 

87.0 

58.8 

33.3 

75.0 

100.0 

100.0 

70.6 

77.3 

72.3 

72.2 

16.8 

-

-

33.3 

-

-

10.3 

-

22.5 

33.3 

16.9 

14.3 

18.6 

7.1 

10.0 

8.7 

23.5 

33.3 

25.0 

-

-

23.5 

16.6 

17.6 

16.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

投資家による新規性の高い事業に対する投資 クラウドファンディング

社債発行 その他

関心がない 直接金融の仕組みがわからないので判断できない

 

 

 

 

 新たな資金調達方法への関心は、「関心がない」が75.4％と最も高く、次いで「直接金融の仕

組みがわからないので判断できない」（16.8％）、「クラウドファンディング」（4.2％）となっ

ている。 

 規模別にみると、中規模事業所（５～99人）や大規模事業所（100人以上）で新たな資金調達

方法への関心がやや高くなっている。 
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７．生産性向上の取組 
 

（１）５年前と比較した労働生産性の変化 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－16 ５年前と比較した労働生産性の変化 

全　　体 N=403

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=33

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=41

75　宿泊業 ｎ=21

76　飲食店 ｎ=69

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=8

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=67

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=14

80　娯楽業 ｎ=11

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=29

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=39

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=20

小規模（１～４人） ｎ=188

中規模（５～９９人） ｎ=165

大規模（１００人以上） ｎ=21

業
種

規
模

19.9 

-

100.0 

-

-

-

27.3 

-

24.4 

47.6 

13.0 

-

9.0 

7.1 

36.4 

10.3 

23.1 

28.6 

-

22.2 

36.4 

50.0 

7.4 

30.3 

61.9 

25.3 

-

-

66.7 

33.3 

42.9 

18.2 

-

17.1 

9.5 

27.5 

25.0 

49.3 

35.7 

9.1 

24.1 

17.9 

-

50.0 

-

27.3 

10.0 

37.2 

11.5 

4.8 

39.7 

80.0 

-

33.3 

66.7 

42.9 

42.4 

100.0 

48.8 

33.3 

39.1 

75.0 

29.9 

28.6 

36.4 

48.3 

38.5 

42.9 

25.0 

55.6 

27.3 

30.0 

39.9 

43.0 

23.8 

15.1 

20.0 

-

-

-

14.3 

12.1 

-

9.8 

9.5 

20.3 

-

11.9 

28.6 

18.2 

17.2 

20.5 

28.6 

25.0 

22.2 

9.1 

10.0 

15.4 

15.2 

9.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

上昇した 下降した 現状維持 わからない

 

 

 

 

 

 

 ５年前と比較した労働生産性の変化は、「現状維持」が39.7％と最も高く、次いで「下降した」

（25.3％）、「上昇した」（19.9％）となっている。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「下降した」（37.2％）、中規模事業所（５～99人）

や大規模事業所（100人以上）で「上昇した」（30.3％、61.9％）が他の規模と比較して高く

なっている。 
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（２）生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－17 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画の策定の有無 

全　　体 N=381

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=32

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=39

75　宿泊業 ｎ=20

76　飲食店 ｎ=68

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=8

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=57

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=14

80　娯楽業 ｎ=11

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=25

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=38

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=172

中規模（５～９９人） ｎ=163

大規模（１００人以上） ｎ=20

業
種

規
模

18.9 

40.0 

-

-

-

14.3 

3.1 

100.0 

25.6 

50.0 

14.7 

-

12.3 

-

36.4 

12.0 

28.9 

14.3 

25.0 

11.1 

18.2 

38.9 

7.0 

27.0 

75.0 

26.2 

40.0 

-

66.7 

-

14.3 

18.8 

-

25.6 

20.0 

22.1 

37.5 

22.8 

28.6 

36.4 

16.0 

42.1 

42.9 

75.0 

11.1 

27.3 

33.3 

20.3 

35.6 

15.0 

4.7 

-

-

-

-

28.6 

6.3 

-

7.7 

-

4.4 

25.0 

-

-

-

-

10.5 

-

-

22.2 

-

-

5.2 

4.3 

-

50.1 

20.0 

100.0 

33.3 

100.0 

42.9 

71.9 

-

41.0 

30.0 

58.8 

37.5 

64.9 

71.4 

27.3 

72.0 

18.4 

42.9 

-

55.6 

54.5 

27.8 

67.4 

33.1 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

どちらも策定している 年次目標のみ策定している

中期計画のみ策定している どちらも策定していない  

 

 生産性向上のための指標とした経営の年次目標や中期経営計画（概ね３～５年）の策定につ

いては、「どちらも策定していない」が50.1％と最も高く、次いで「年次目標のみ策定してい

る」（26.2％）、「どちらも策定している」（18.9％）となっている。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれて、いずれかを策定している割合が高くなってい

る。 



71 

（３）ICT 等の導入状況 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－18 ICT 等の導入状況 

全　　体 N=400

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=31

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=37

75　宿泊業 ｎ=22

76　飲食店 ｎ=70

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=9

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=69

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=14

80　娯楽業 ｎ=11

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=30

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=37

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=9

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=10

92　その他の事業サービス業 ｎ=20

小規模（１～４人） ｎ=186

中規模（５～９９人） ｎ=162

大規模（１００人以上） ｎ=21

業
種

規
模

43.0 

80.0 

100.0 

33.3 

-

42.9 

51.6 

100.0 

59.5 

68.2 

25.7 

22.2 

17.4 

21.4 

63.6 

36.7 

67.6 

85.7 

100.0 

33.3 

70.0 

55.0 

22.0 

68.5 

76.2 

3.0 

-

-

33.3 

-

-

3.2 

-

2.7 

-

4.3 

11.1 

1.4 

7.1 

-

-

5.4 

-

-

-

-

5.0 

1.6 

3.1 

19.0 

54.0 

20.0 

-

33.3 

100.0 

57.1 

45.2 

-

37.8 

31.8 

70.0 

66.7 

81.2 

71.4 

36.4 

63.3 

27.0 

14.3 

-

66.7 

30.0 

40.0 

76.3 

28.4 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入している 現在は導入していないが、今後導入する（したい） 導入予定なし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ICT等の導入状況は、「導入している」が43.0％、「導入予定なし」が54.0％を占めている。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「導入予定なし」（76.3％）、中規模事業所（５

～99人）、大規模事業所（100人以上）で「導入している」（68.5％、76.2％）が高くなってい

る。 
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図Ⅲ－3－19 ICT 等の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

ＩＣＴ等導入に見合う業
務（業務量）がない

導入コストがかかる

ＩＣＴ等を使える人材が
いない

その他

導入した場合のメリット
（効果）がわからない

相談相手がいないた
め検討を進められない

特に理由はない

33.2 

22.3 

18.3 

16.3 

4.0 

36.1 

7.9 
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％

全 体(N=202)

31.6 

23.3 

17.3 

12.8 

3.8 

37.6 

9.8 

31.1 

26.7 

24.4 

28.9 

2.2 

35.6 

6.7 

-

100.0 

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=133)

中規模（５～９９人）(n=45)

大規模（１００人以上）(n=1)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ICT等の導入をしない理由は、「ICT等導入に見合う業務（業務量）がない」が33.2％と最も高

く、次いで「導入コストがかかる」（22.3％）、「ICT等を使える人材がいない」（18.3％）とな

っている。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）、中規模事業所（５～99人）ともに、「ICT等導入に見

合う業務（業務量）がない」（31.6％、31.1％）が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－20 ICT 等の導入をしない理由（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

ＩＣＴ等導入に見合う業
務（業務量）がない

導入コストがかかる

ＩＣＴ等を使える人材が
いない

その他

導入した場合のメリット
（効果）がわからない

相談相手がいないた
め検討を進められない

特に理由はない

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

100.0 

-

50.0 

-

-

-

-

-

50.0 

75.0 

50.0 

75.0 

50.0 

25.0 

-

-

30.8 

23.1 

15.4 

15.4 

7.7 

38.5 

7.7 

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=1)

40 インターネット附随サービス業(n=0)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=1)

69 不動産賃貸業・管理業(n=2)

70 物品賃貸業(n=4)

72 専門サービス業(n=13)

73 広告業(n=0)

28.6 

42.9 

7.1 

14.3 

7.1 

21.4 

7.1 

40.0 

20.0 

40.0 

20.0 

-

40.0 

-

30.4 

23.9 

19.6 

19.6 

4.3 

47.8 

-

60.0 

40.0 

20.0 

-

-

-

20.0 

37.3 

21.6 

21.6 

13.7 

2.0 

31.4 

11.8 

88.9 

-

11.1 

-

-

-

11.1 

-

-

-

-

-

75.0 

25.0 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=14)

75 宿泊業(n=5)

76 飲食店(n=46)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=5)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=51)

79 その他の生活関連サービス業(n=9)

80 娯楽業(n=4)

15.8 

15.8 

21.1 

15.8 

-

47.4 

10.5 

20.0 

50.0 

20.0 

40.0 

10.0 

20.0 

-

-

-

-

-

-

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

16.7 

66.7 

16.7 

66.7 

33.3 

-

33.3 

-

-

33.3 

12.5 

-

12.5 

25.0 

-

62.5 

-

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=19)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=10)

88 廃棄物処理業(n=1)

89 自動車整備業(n=0)

90 機械等修理業(n=6)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=3)

92 その他の事業サービス業(n=8)
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（４）キャッシュレス決済の導入状況 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－21 キャッシュレス決済の導入状況 

全　　体 N=348

39　情報サービス業 ｎ=3

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=3

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=28

73　広告業 ｎ=0 ※該当なし

74　技術サービス業 ｎ=30

75　宿泊業 ｎ=15

76　飲食店 ｎ=72

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=6

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=70

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=11

80　娯楽業 ｎ=8

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=24

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=28

88　廃棄物処理業 ｎ=5

89　自動車整備業 ｎ=3

90　機械等修理業 ｎ=7

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=9

92　その他の事業サービス業 ｎ=15

小規模（１～４人） ｎ=175

中規模（５～９９人） ｎ=130

大規模（１００人以上） ｎ=14

業
種

規
模

15.2 

-

-

-

-

14.3 

3.6 

23.3 

46.7 

25.0 

-

10.0 

-

12.5 

12.5 

10.7 

-

-

14.3 

11.1 

20.0 

7.4 

23.1 

64.3 

11.8 

-

-

33.3 

-

-

3.6 

3.3 

26.7 

12.5 

33.3 

8.6 

18.2 

50.0 

4.2 

10.7 

40.0 

66.7 

14.3 

-

13.3 

6.9 

19.2 

7.1 

73.0 

100.0 

100.0 

66.7 

100.0 

85.7 

92.9 

73.3 

26.7 

62.5 

66.7 

81.4 

81.8 

37.5 

83.3 

78.6 

60.0 

33.3 

71.4 

88.9 

66.7 

85.7 

57.7 

28.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

導入している 現在は導入していないが、今後導入する（したい） 導入予定なし

 

 

 

 

 

 

 

 

 キャッシュレス決済の導入状況は、「導入予定なし」が73.0％と最も高く、次いで「導入して

いる」（15.2％）、「現在は導入していないが、今後導入する（したい）」（11.8％）となってい

る。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれて「導入している」や「現在は導入していないが、

今後導入する（したい）」の割合が高くなっている。 
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図Ⅲ－3－22 キャッシュレス決済の導入をしない理由（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

導入によるメリット（効
果）が感じられない

導入に見合う集客等が
見込めない

導入コストがかかる

決済手数料が高い

入金までに時間がかか
る

ＩＣＴ等を得意とする・
使える現場スタッフが

いない

業務が忙しく現場ス
タッフに利用する余裕

がない

特に理由はない

その他

24.6 

21.7 

14.8 

13.9 

7.0 

5.7 

4.9 

34.4 

15.2 

0 20 40 60 80 100
％

全 体(N=244)

21.5 

27.1 

15.3 

15.3 

9.0 

6.9 

3.5 

34.7 

15.3 

36.6 

12.7 

14.1 

14.1 

4.2 

4.2 

8.5 

31.0 

12.7 

50.0 

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=144)

中規模（５～９９人）(n=71)

大規模（１００人以上）(n=4)

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 キャッシュレス決済の導入をしない理由は、「導入によるメリット（効果）が感じられない」

が24.6％と最も高く、次いで「導入に見合う集客等が見込めない」（21.7％）、「導入コストが

かかる」（14.8％）となっている。 
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図Ⅲ－3－23 キャッシュレス決済の導入をしない理由（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

導入によるメリット（効
果）が感じられない

導入に見合う集客等が
見込めない

導入コストがかかる

決済手数料が高い

入金までに時間がかか
る

ＩＣＴ等を得意とする・
使える現場スタッフが

いない

業務が忙しく現場ス
タッフに利用する余裕

がない

特に理由はない

その他

66.7 

-

-

-

-

-

-

-

33.3 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

-

-

-

-

-

-

50.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

66.7 

33.3 

66.7 

83.3 

-

33.3 

-

50.0 

33.3 

16.7 

-

15.4 

15.4 

15.4 

7.7 

3.8 

3.8 

7.7 

42.3 

19.2 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=3)

40 インターネット附随サービス業(n=0)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=2)

69 不動産賃貸業・管理業(n=3)

70 物品賃貸業(n=6)

72 専門サービス業(n=26)

73 広告業(n=0)

23.8 

9.5 

9.5 

-

-

4.8 

-

28.6 

23.8 

-

-

-

25.0 

-

25.0 

-

50.0 

25.0 

18.6 

27.9 

30.2 

30.2 

20.9 

9.3 

2.3 

32.6 

4.7 

-

-

25.0 

25.0 

-

-

25.0 

50.0 

25.0 

21.8 

32.7 

14.5 

21.8 

10.9 

5.5 

3.6 

34.5 

12.7 

22.2 

66.7 

-

11.1 

-

-

-

11.1 

-

-

-

-

-

-

-

-

66.7 

33.3 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=21)

75 宿泊業(n=4)

76 飲食店(n=43)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=4)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=55)

79 その他の生活関連サービス業(n=9)

80 娯楽業(n=3)

25.0 

5.0 

15.0 

5.0 

-

-

-

60.0 

10.0 

35.0 

15.0 

20.0 

5.0 

-

-

10.0 

10.0 

40.0 

33.3 

-

-

-

-

-

-

33.3 

33.3 

-

-

-

-

100.0 

-

-

-

-

20.0 

-

-

-

-

-

-

60.0 

20.0 

50.0 

12.5 

12.5 

-

-

-

-

25.0 

12.5 

50.0 

12.5 

-

-

-

12.5 

25.0 

37.5 

-

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=20)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=20)

88 廃棄物処理業(n=3)

89 自動車整備業(n=1)

90 機械等修理業(n=5)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=8)

92 その他の事業サービス業(n=8)
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８．販路の開拓 
 

（１）既に取り組んでいる販路開拓の取組 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－24 既に取り組んでいる販路開拓の取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

商品（サービス）のブラ
ンド化

新商品（新サービス）
企画開発

新規市場調査

商談会・マッチング事
業への参加

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

海外展開

展示会への出展・テス
ト販売

取り組んでいない

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

西日本への販路拡大

その他

9.8 

9.3 

7.7 

5.0 

4.5 

3.4 

2.9 

2.7 

2.4 

2.4 

0.3 

2.7 

67.1 

6.6 

12.3 

7.8 

1.0 

4.0 

*  

1.3 

1.2 

1.3 

10.8 

*  

4.0 

67.5 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=377)

平成26年調査(N=593)

4.7 

6.4 

2.9 

-

0.6 

1.2 

1.2 

0.6 

0.6 

0.6 

-

3.5 

82.6 

13.5 

11.0 

12.9 

8.4 

7.7 

5.8 

5.2 

1.9 

1.9 

4.5 

0.6 

1.3 

53.5 

36.8 

26.3 

21.1 

31.6 

15.8 

10.5 

5.3 

31.6 

26.3 

5.3 

-

-

10.5 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=172)

中規模（５～９９人）(n=155)

大規模（１００人以上）(n=19)

 既に取り組んでいる販路開拓の取組は、「商品（サービス）のブランド化」が9.8％と最も高

く、次いで「新商品（新サービス）企画開発」（9.3％）、「新規市場調査」（7.7％）となって

いる。 

 規模別にみると、小規模事業所（１～４人）で「新商品（新サービス）企画開発」（6.4％）、

中規模事業所（５～99人）、大規模事業所（100人以上）で「商品（サービス）のブランド化」

（13.5％、36.8％）が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－25 既に取り組んでいる販路開拓の取組（複数回答）（業種） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

商品（サービス）のブラ
ンド化

新商品（新サービス）
企画開発

新規市場調査

商談会・マッチング事
業への参加

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

海外展開

展示会への出展・テス
ト販売

取り組んでいない

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

西日本への販路拡大

その他

-

-

25.0 

-

-

-

25.0 

-

-

-

-

-

50.0 

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

33.3 

-

-

-

-

-

66.7 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

100.0 

-

14.3 

14.3 

-

28.6 

28.6 

-

-

-

-

-

-

71.4 

6.1 

6.1 

3.0 

3.0 

-

-

-

-

-

3.0 

-

3.0 

78.8 

100.0 

-

100.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=4)

40 インターネット附随サービス業(n=1)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=3)

69 不動産賃貸業・管理業(n=2)

70 物品賃貸業(n=7)

72 専門サービス業(n=33)

73 広告業(n=1)

12.8 

5.1 

15.4 

2.6 

5.1 

-

5.1 

5.1 

5.1 

5.1 

-

2.6 

61.5 

33.3 

38.1 

14.3 

14.3 

4.8 

19.0 

-

4.8 

4.8 

9.5 

-

-

28.6 

1.5 

18.2 

1.5 

4.5 

3.0 

4.5 

4.5 

-

1.5 

1.5 

-

3.0 

71.2 

16.7 

-

-

-

16.7 

-

-

-

-

-

-

-

66.7 

12.7 

4.8 

-

1.6 

3.2 

3.2 

-

1.6 

1.6 

1.6 

-

1.6 

81.0 

-

-

-

-

8.3 

-

-

-

-

-

-

-

91.7 

30.0 

10.0 

10.0 

10.0 

-

10.0 

-

10.0 

-

-

10.0 

-

40.0 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=39)

75 宿泊業(n=21)

76 飲食店(n=66)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=6)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=63)

79 その他の生活関連サービス業(n=12)

80 娯楽業(n=10)

3.8 

3.8 

-

-

-

-

-

-

3.8 

-

-

11.5 

80.8 

8.8 

5.9 

14.7 

11.8 

5.9 

-

5.9 

2.9 

-

-

-

2.9 

67.6 

14.3 

14.3 

42.9 

14.3 

14.3 

-

-

14.3 

-

-

-

-

28.6 

25.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

75.0 

-

-

-

-

-

-

-

12.5 

12.5 

12.5 

-

12.5 

62.5 

-

10.0 

40.0 

10.0 

10.0 

10.0 

20.0 

-

10.0 

-

-

-

40.0 

10.0 

5.0 

10.0 

15.0 

10.0 

-

-

10.0 

5.0 

5.0 

-

-

55.0 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=26)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=34)

88 廃棄物処理業(n=7)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=8)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=10)

92 その他の事業サービス業(n=20)
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（２）今後力を入れていきたい販路開拓 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－26 海外販路開拓の今後の検討状況 

全　　体 N=234

39　情報サービス業 ｎ=4

40　インターネット附随サービス業 ｎ=0 ※該当なし

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=1

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=1

70　物品賃貸業 ｎ=4

72　専門サービス業 ｎ=24

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=25

75　宿泊業 ｎ=12

76　飲食店 ｎ=37

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=4

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=38

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=10

80　娯楽業 ｎ=7

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=18

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=20

88　廃棄物処理業 ｎ=5

89　自動車整備業 ｎ=2

90　機械等修理業 ｎ=5

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=4

92　その他の事業サービス業 ｎ=12

小規模（１～４人） ｎ=106

中規模（５～９９人） ｎ=98

大規模（１００人以上） ｎ=10

業
種

規
模

0.9 

-

-

-

-

-

-

-

8.3 

-

-

-

-

-

5.6 

-

-

-

-

-

-

1.9 

-

-
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25.0 

-

-

25.0 

-

-
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33.3 

-

-

2.6 

-

14.3 

-

-

-

-

-

-

-

0.9 

6.1 

30.0 

78.2 

50.0 

100.0 

100.0 

50.0 

91.7 

100.0 

84.0 

50.0 

81.1 

100.0 

81.6 

80.0 

57.1 

83.3 

85.0 

40.0 

100.0 

60.0 

50.0 

75.0 

85.8 

72.4 

30.0 

16.7 

25.0 

-

-

25.0 

8.3 

-

8.0 

8.3 

18.9 

-

15.8 

20.0 

28.6 

11.1 

15.0 

60.0 

-

40.0 

50.0 

25.0 

11.3 

21.4 

40.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

検討している 今後検討する 検討する予定はない わからない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海外販路開拓の今後の検討状況は、「検討する予定はない」が78.2％と最も高く、次いで「わ

からない」（16.7％）となっている。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれ、「今後検討する」の割合が高くなっている。 
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図Ⅲ－3－27 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

新商品（新サービス）
企画開発

商品（サービス）のブラ
ンド化

新規市場調査

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

商談会・マッチング事
業への参加

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

展示会への出展・テス
ト販売

わからない

西日本への販路拡大

その他

必要がない

13.2 

9.2 

8.8 

6.4 

4.8 

4.8 

2.8 

2.4 

1.2 

0.8 

1.2 

48.8 

16.8 

15.7 

7.3 

8.0 

4.2 

* 

3.5 

1.9 

6.3 

1.0 

*  

2.4 

38.3 

28.0 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=250)

平成26年調査(N=575)

9.0 

3.6 

2.7 

1.8 

2.7 

-

0.9 

-

0.9 

-

1.8 

68.5 

16.2 

16.7 

12.7 

15.7 

13.7 

5.9 

8.8 

2.9 

5.9 

-

1.0 

1.0 

31.4 

16.7 

33.3 

40.0 

20.0 

-

13.3 

20.0 

20.0 

-

13.3 

6.7 

-

-

6.7 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=111)

中規模（５～９９人）(n=102)

大規模（１００人以上）(n=15)

 

 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓は、「新商品（新サービス）企画開発」が

13.2％と最も高く、次いで「商品（サービス）のブランド化」（9.2％）、「新規市場調査」（8.8％）

となっている。 

 平成26年調査と比較して「商品（サービス）のブランド化」、「新規市場調査」の割合が増加

している。 

 規模別にみると、全ての規模で「新商品（新サービス）企画開発」が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－28 海外展開以外で今後力を入れていきたい販路開拓（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

新商品（新サービス）
企画開発

商品（サービス）のブラ
ンド化

新規市場調査

新たな事業所や店舗
の開設（県内）

訪日外国人への対応

新たな事業所や店舗
の開設（県外）

商談会・マッチング事
業への参加

ＥＣ（ネットビジネス）の
展開

展示会への出展・テス
ト販売

わからない

西日本への販路拡大

その他

必要がない
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-

-
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-
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-

50.0 

16.7 

33.3 
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-
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-

-

-

-

-
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-

4.5 

9.1 

4.5 

4.5 

-

-

-

-

-

-

4.5 

54.5 

22.7 

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=3)

40 インターネット附随サービス業(n=0)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=2)

69 不動産賃貸業・管理業(n=1)

70 物品賃貸業(n=6)

72 専門サービス業(n=22)

73 広告業(n=0)

11.1 

11.1 

22.2 

3.7 

-

11.1 

-

3.7 

3.7 

-

3.7 

55.6 

7.4 

15.4 

23.1 

15.4 

7.7 

23.1 

7.7 

23.1 

-

-
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-

30.8 

7.7 

26.2 
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2.4 

4.8 

9.5 
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-
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-

-

47.6 
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-

25.0 
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25.0 

-

-

-

-

-

-

-

-

50.0 

5.1 

5.1 

-

-
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5.1 

-

2.6 

-

-

-

59.0 

20.5 

-

10.0 

10.0 

10.0 

-

-

-

-

-

-

-

70.0 

10.0 

14.3 

28.6 

14.3 

14.3 

14.3 

-

14.3 

14.3 

-

-

-

14.3 

28.6 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=27)

75 宿泊業(n=13)

76 飲食店(n=42)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=4)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=39)

79 その他の生活関連サービス業(n=10)

80 娯楽業(n=7)
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-
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15.8 

18.2 
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40.0 

20.0 

25.0 

-
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-

37.5 
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15.4 

7.7 

15.4 

-

15.4 

7.7 

-

-

7.7 

-

38.5 

15.4 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=19)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=22)

88 廃棄物処理業(n=5)

89 自動車整備業(n=2)

90 機械等修理業(n=5)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=8)

92 その他の事業サービス業(n=13)
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９．事業継続計画（BCP）等について 
 

（１）事業継続計画（BCP）の策定状況 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－29 事業継続計画（BCP）策定の有無 

全　　体 N=381

39　情報サービス業 ｎ=4

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=2

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=31

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=40

75　宿泊業 ｎ=20

76　飲食店 ｎ=64

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=7

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=64

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=13

80　娯楽業 ｎ=10

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=27

85　社会保険・社会福祉・介護事
業

ｎ=37

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=8

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=20

小規模（１～４人） ｎ=173

中規模（５～９９人） ｎ=159

大規模（１００人以上） ｎ=21

業
種

規
模

7.9 

-

-

-

-

-
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-

-
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10.0 

-
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18.2 

20.0 

3.5 
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2.1 
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-
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-

-
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-
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5.0 

3.1 

-

-

-

10.0 

-

-

-

-

-

-

-

1.2 

1.9 

9.5 

12.6 

-

-

-

-

14.3 

9.7 

-

12.5 

15.0 

12.5 

42.9 

3.1 

7.7 

40.0 

-

24.3 

14.3 

-

25.0 

27.3 

15.0 

6.4 

20.1 

19.0 

40.7 

25.0 

100.0 

100.0 

100.0 

42.9 

67.7 

100.0 

50.0 

25.0 

34.4 

14.3 

43.8 

61.5 

10.0 

59.3 

13.5 

42.9 

50.0 

25.0 

45.5 

25.0 

55.5 

27.0 

19.0 

36.7 

50.0 

-

-

-

42.9 

19.4 

-

22.5 

40.0 

46.9 

42.9 

53.1 

23.1 

30.0 

40.7 

35.1 

14.3 

50.0 

37.5 

9.1 

40.0 

33.5 

40.3 

19.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

策定している 策定中 策定を検討している 策定の予定はない 分からない

 

 

（注）事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）は、地震や火災、集団感染等の緊急事態

に直面した際に、被害を最小限に抑え、一刻も早く事業活動を復旧し、会社と社員を守り、

取引先からの信頼を得るための方法の一つを言う。 

 

 事業継続計画（BCP）（注）の策定状況は、「策定の予定はない」が40.7％と最も高く、次いで

「分からない」（36.7％）、「策定を検討している」（12.6％）となっている。 

 規模別では、大規模事業所（100人以上）で「策定している」（33.3％）が他の規模と比較し

て高いように、規模が大きくなるにつれ、策定率が高くなっている。 
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（２）事業継続マネジメント（BCM）の実施状況 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－30 事業継続マネジメント（BCM）実施の有無 

全　　体 N=330

39　情報サービス業 ｎ=3

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=2

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=29

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=36

75　宿泊業 ｎ=17

76　飲食店 ｎ=57

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=4

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=55

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=11

80　娯楽業 ｎ=9

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=22

85　社会保険・社会福祉・介護事業 ｎ=29

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=6

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=10

92　その他の事業サービス業 ｎ=17

小規模（１～４人） ｎ=156

中規模（５～９９人） ｎ=129

大規模（１００人以上） ｎ=20

業
種

規
模
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5.3 

-
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-

22.2 
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24.1 
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-

16.7 
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17.6 
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14.0 

30.0 

20.0 

66.7 

-

-

-

28.6 

13.8 

-

25.0 

23.5 

24.6 

50.0 

7.3 

9.1 

33.3 

4.5 

41.4 

14.3 

-

16.7 

30.0 

17.6 

10.3 

30.2 

50.0 

72.4 

33.3 

100.0 

100.0 

100.0 

71.4 

86.2 

100.0 

72.2 

58.8 

70.2 

50.0 

92.7 

90.9 

44.4 

90.9 

34.5 

57.1 

100.0 

66.7 

50.0 

64.7 

89.1 

55.8 

20.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実施している 実施を検討している 実施の予定はない

 

 

（注）事業継続マネジメント（BCM：Business Continuity Management）は、策定したBCPの定期

的な見直し・訓練・社員教育等により、BCPの実効性を高める取組などを言う。 

 

 

 

 

 

 事業継続マネジメント（BCM）（注）の実施状況は、「実施の予定はない」が72.4％と最も高く、

次いで「実施を検討している」（20.0％）、「実施している」（7.6％）となっている。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれて「実施している」や「実施を検討している」の

割合が増えている。 
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10．事業の新たな取組について 
 

（１）人口減少・少子高齢化の影響 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－31 人口減少・少子高齢化の影響 

全　　体 N=387

39　情報サービス業 ｎ=5

40　インターネット附随サービス業 ｎ=1

41　映像・音声・文字情報制作業 ｎ=3

69　不動産賃貸業・管理業 ｎ=2

70　物品賃貸業 ｎ=7

72　専門サービス業 ｎ=32

73　広告業 ｎ=1

74　技術サービス業 ｎ=40

75　宿泊業 ｎ=21

76　飲食店 ｎ=66

77　持ち帰り・配達飲食サービス業 ｎ=7

78　洗濯・理容・美容・浴場業 ｎ=65

79　その他の生活関連サービス業 ｎ=13

80　娯楽業 ｎ=10

82　その他の教育，学習支援業 ｎ=28

85　社会保険・社会福祉・介護事業 ｎ=38

88　廃棄物処理業 ｎ=7

89　自動車整備業 ｎ=4

90　機械等修理業 ｎ=8

91　職業紹介・労働者派遣業 ｎ=11

92　その他の事業サービス業 ｎ=18

小規模（１～４人） ｎ=175

中規模（５～９９人） ｎ=160

大規模（１００人以上） ｎ=22
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-

3.6 
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-

5.7 

0.6 

-

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

影響が出ており、すでに対策を講じている

影響が出ており、今後対策の必要性を感じている

影響はない

わからない

その他

 

（注）「影響が出ており、すでに対策を講じている」と「影響が出ており、今後対策の必要性を感

じている」の合計 

 

 

 

 人口減少・少子高齢化の影響は、「影響が出ており、今後対策の必要性を感じている」が43.9％

と最も高く、次いで「影響はない」（26.4％）、「わからない」（23.0％）となっている。 

 規模別にみると、規模が大きくなるにつれて「影響が出ている（注）」が高くなっている。 
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（２）人口減少・少子高齢化に対する将来的取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－32 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

人材（労働力）の確保
（待遇改善等）

商品・サービスの高付
加価値化

勤務時間見直しなどの
働き方改革

高齢者・単身世帯など
拡大市場での事業拡

大等

多様な人材の活用（女
性、シニア、外国人、

障害者等）

商品・サービス企画開
発力の維持・確保

海外展開

その他

ニッチ（隙間）市場への
進出

設備投資計画の見直
し

取扱商品の変更等に
伴う仕入先の変更

38.3 

32.5 

28.4 

23.5 

22.6 

10.7 

7.8 

6.4 

2.0 

1.4 

11.3 

19.7 

*  

*  

28.0 

*  

19.0 

8.9 

6.2 

3.6 

2.6 

1.9 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=345)

平成26年調査(N=585)

17.1 

33.6 

16.4 

30.7 

12.1 

9.3 

7.9 

2.1 

2.1 

-

19.3 

58.6 

31.2 

39.5 

16.6 

30.6 

10.8 

7.6 

9.6 

1.9 

1.3 

4.5 

61.9 

38.1 

38.1 

14.3 

52.4 

19.0 

4.8 

9.5 

4.8 

14.3 

-

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=140)

中規模（５～９９人）(n=157)

大規模（１００人以上）(n=21)

 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組は、「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」が38.3％

と最も高く、次いで、「商品・サービスの高付加価値化」（32.5％）、「勤務時間見直しなどの

働き方改革」（28.4％）となっている。 

 平成26年調査と比較して「人材（労働力）の確保（待遇改善等）」の割合が増加している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「商品・サービスの高付加価値化」（33.6％）、中

規模事業所（５～99人）と大規模事業所（100人以上）で「人材（労働力）の確保（待遇改

善等）」（58.6％、61.9％）が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－33 人口減少・少子高齢化に対する将来的取組（複数回答） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

人材（労働力）の確保
（待遇改善等）

商品・サービスの高付
加価値化

勤務時間見直しなどの
働き方改革

高齢者・単身世帯など
拡大市場での事業拡

大等

多様な人材の活用（女
性、シニア、外国人、

障害者等）

商品・サービス企画開
発力の維持・確保

海外展開

その他

ニッチ（隙間）市場への
進出

設備投資計画の見直
し

取扱商品の変更等に
伴う仕入先の変更
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-

-

-

-

27.3 
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30.3 

21.2 

9.1 

3.0 

12.1 

9.1 

-

-

24.2 

-

100.0 

-

-

-

100.0 

-

-

-

-

100.0 

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=5)

40 インターネット附随サービス業(n=1)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=3)

69 不動産賃貸業・管理業(n=1)

70 物品賃貸業(n=6)

72 専門サービス業(n=33)

73 広告業(n=1)

48.6 

22.9 

31.4 

14.3 

20.0 

14.3 

2.9 

8.6 

2.9 

-

8.6 

52.6 

57.9 

21.1 

21.1 

31.6 

21.1 

-

10.5 

-

-

5.3 

33.3 

45.6 

22.8 

28.1 

24.6 

10.5 

3.5 

8.8 

8.8 

1.8 

5.3 

57.1 

14.3 

42.9 

14.3 

-

28.6 

14.3 

-

-

-

14.3 

26.4 

32.1 

26.4 

35.8 

11.3 

5.7 

7.5 

-

1.9 

1.9 

18.9 

25.0 

33.3 

8.3 

16.7 

16.7 

25.0 

25.0 

8.3 

-

-

8.3 

40.0 

50.0 

10.0 

20.0 

10.0 

-

10.0 

-

-

10.0 

10.0 

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=35)

75 宿泊業(n=19)

76 飲食店(n=57)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=7)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=53)

79 その他の生活関連サービス業(n=12)

80 娯楽業(n=10)

10.0 

25.0 

15.0 

10.0 

20.0 

15.0 

-

-

-

-

20.0 

56.8 

18.9 

35.1 

35.1 

32.4 

5.4 

10.8 

8.1 

-

-

5.4 

57.1 

-

42.9 

14.3 

57.1 

-

-
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-

-

-

-
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-

25.0 
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-

-

-

-

25.0 

40.0 
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60.0 

-

-

20.0 

20.0 

-

-

-

-

81.8 

18.2 

36.4 

18.2 

63.6 

-

9.1 

9.1 

-

-

-

50.0 

27.8 

44.4 

16.7 

38.9 

16.7 

5.6 

11.1 

-

5.6 

5.6 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=20)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=37)

88 廃棄物処理業(n=7)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=5)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=11)

92 その他の事業サービス業(n=18)

 

 

 

 

 

 



87 

（３）関心のある地域資源 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－34 関心のある地域資源（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

農林水産物

観光資源

グルメ

伝統工芸品（産地の技
術を含む）

加工食品

その他

32.1 

31.7 

26.9 

17.9 

12.4 

16.6 

29.2 

35.0 

32.8 

12.7 

13.2 

17.7 

28.0 

29.5 

*  

11.7 

*  

2.8 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=290)

平成26年調査(N=463)

平成21年調査(N=393)

34.1 

25.4 

28.6 

23.0 

9.5 

15.9 

29.4 

38.7 

24.4 

15.1 

14.3 

18.5 

30.0 

35.0 

25.0 

15.0 

25.0 

15.0 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=126)

中規模（５～９９人）(n=119)

大規模（１００人以上）(n=20)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関心のある地域資源は、「農林水産物」が32.1％と最も高く、次いで「観光資源」（31.7％）、

「グルメ」（26.9％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して「農林水産物」の割合が増加している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）で「農林水産物」（34.1％）、中規模事業所（５～99

人）と大規模事業所（100人以上）で「観光資源」（38.7％、35.0％）が最も高くなっている。 
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図Ⅲ－3－35 関心のある地域資源（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

農林水産物

観光資源

グルメ

伝統工芸品（産地の技
術を含む）

加工食品

その他
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-
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-
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-
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-
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18.5 

18.5 

11.1 

22.2 
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100.0 

100.0 

-
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％

39 情報サービス業(n=3)

40 インターネット附随サービス業(n=1)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=2)

69 不動産賃貸業・管理業(n=2)

70 物品賃貸業(n=5)

72 専門サービス業(n=27)

73 広告業(n=1)

41.4 

20.7 

13.8 

31.0 

3.4 

24.1 

35.0 

65.0 

30.0 

15.0 

15.0 

5.0 

36.8 

21.1 

50.9 

5.3 

19.3 

7.0 

28.6 

-

42.9 

-

14.3 

28.6 

22.7 

43.2 

29.5 

29.5 

6.8 

11.4 

22.2 

66.7 

11.1 

-

-

11.1 

37.5 

25.0 

37.5 

-

12.5 

-

0 20 40 60 80 100
％

74 技術サービス業(n=29)

75 宿泊業(n=20)

76 飲食店(n=57)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=7)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=44)

79 その他の生活関連サービス業(n=9)

80 娯楽業(n=8)

17.6 

23.5 

11.8 

23.5 

-

35.3 

51.9 

22.2 

11.1 

22.2 

18.5 

25.9 

-

-

20.0 

20.0 

20.0 

40.0 

-

50.0 

50.0 

-

-

-

-

66.7 

33.3 

-

-

-

33.3 

11.1 

11.1 

22.2 

33.3 

33.3 

25.0 

58.3 

16.7 

16.7 

16.7 

8.3 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=17)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=27)

88 廃棄物処理業(n=5)

89 自動車整備業(n=2)

90 機械等修理業(n=3)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=9)

92 その他の事業サービス業(n=12)

 

 



89 

11．公的機関に対して期待する施策 
 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ－3－36 公的機関に対して期待する施策（複数回答） 

〔全　体〕 〔従業員規模別〕

ＢＣＰ策定支援

その他

特にない

経営相談

ＩＣＴ等利活用支援

産学連携・交流支援

後継者育成・事業承継

販路開拓支援

新事業展開支援

各種情報の提供

資金繰り支援（制度融
資）

人材育成

20.9 

20.4 

16.2 

10.1 

7.5 

7.5 

7.3 

4.7 

3.4 

3.1 

0.8 

48.9 

17.3 

22.8 

9.6 

5.7 

6.2 

8.8 

8.8 

4.2 

3.4 

3.4 

3.0 

48.8 

20.1 

26.0 

8.6 

*  

*  

*  

10.6 

5.4 

3.4 

*  

6.1 

41.3 

0 20 40 60 80 100
％

令和元年調査(N=358)

平成26年調査(N=565)

平成21年調査(N=407)

14.4 

20.0 

9.4 

10.0 

1.9 

4.4 

6.3 

1.9 

2.5 

1.3 

0.6 

58.1 

27.9 

23.1 

21.8 

11.6 

15.0 

10.2 

9.5 

7.5 

4.1 

5.4 

0.7 

37.4 

28.6 

19.0 

42.9 

14.3 

9.5 

14.3 

9.5 

14.3 

9.5 

4.8 

-

28.6 

0 20 40 60 80 100
％

小規模（１～４人）(n=160)

中規模（５～９９人）(n=147)

大規模（１００人以上）(n=21)

 

 公的機関に対して期待する施策は、「各種情報の提供」が20.9％と最も高く、次いで「資金

繰り支援（制度融資）」（20.4％）、「人材育成」（16.2％）となっている。 

 平成21年調査、平成26年調査と比較して、「人材育成」の割合が増加している一方で、「資金

繰り支援（制度融資）」の割合は減少している。 

 規模別では、小規模事業所（１～４人）や中規模事業所（５～99人）で「各種情報の提供」

（27.9％、28.6％）、大規模事業所（100人以上）で「人材育成」（42.9％）が他の業種と比

較して高くなっている。 
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図Ⅲ－3－37 公的機関に対して期待する施策（複数回答）（業種別） 

〔業種中分類別（１／３）〕 〔業種中分類別（２／３）〕 〔業種中分類別（３／３）〕

ＢＣＰ策定支援

その他

特にない

経営相談

ＩＣＴ等利活用支援

産学連携・交流支援

後継者育成・事業承継

販路開拓支援

新事業展開支援

各種情報の提供

資金繰り支援（制度融
資）
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-
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-

-
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-

-
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-

-
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-

-

3.1 

53.1 

-

-
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-

-

-

-

-

-

-

-

-

0 20 40 60 80 100
％

39 情報サービス業(n=5)

40 インターネット附随サービス業(n=1)

41 映像・音声・文字情報制作業(n=3)

69 不動産賃貸業・管理業(n=2)

70 物品賃貸業(n=6)

72 専門サービス業(n=32)

73 広告業(n=1)

31.6 

21.1 

18.4 

7.9 

15.8 

5.3 

5.3 

10.5 

5.3 

5.3 

-

36.8 

36.8 

15.8 

10.5 
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5.3 

-

-

5.3 
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10.5 

31.6 

17.7 
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-

1.6 

-

-
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14.3 

28.6 

28.6 

-

-
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-

-

-

-

-

57.1 

15.5 

22.4 

13.8 

13.8 

1.7 

6.9 

8.6 

3.4 

1.7 

1.7 

-

55.2 

18.2 
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-

-

-

-

-

9.1 

-

-

-

63.6 
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20.0 

-

10.0 

20.0 

-

10.0 

-

10.0 

-

50.0 
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％

74 技術サービス業(n=38)

75 宿泊業(n=19)

76 飲食店(n=62)

77 持ち帰り・配達飲食サービス業(n=7)

78 洗濯・理容・美容・浴場業(n=58)

79 その他の生活関連サービス業(n=11)

80 娯楽業(n=10)

-

13.0 

8.7 

4.3 

8.7 

-

4.3 

8.7 

8.7 

-

-

60.9 

37.5 

25.0 

43.8 

21.9 

15.6 

21.9 

21.9 
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-
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-
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14.3 

14.3 
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-
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-
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-

-

-

-

-

-

-

-

-

75.0 

11.1 

11.1 

-

-

11.1 

11.1 

-

-

11.1 

11.1 

-

66.7 

20.0 

20.0 

10.0 

10.0 

30.0 

-

10.0 

-

10.0 

-

-

60.0 

22.2 

16.7 

33.3 

5.6 

22.2 

16.7 

-

-

-

-

-

33.3 

0 20 40 60 80 100
％

82 その他の教育，学習支援業(n=23)

85 社会保険・社会福祉・介護事業(n=32)

88 廃棄物処理業(n=7)

89 自動車整備業(n=4)

90 機械等修理業(n=9)

91 職業紹介・労働者派遣業(n=10)

92 その他の事業サービス業(n=18)

 
 


